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民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成１８年１０月２３日（月）午前１０時　５分　開会

　　　　　　　　　　　　　　午後　３時５８分　閉会

１．場所

第二委員会室

１．出席委員

委 員 長
 上村高義 
 副委員長
 安藤　薫 
 委　　員
 山崎雅数

委　　員
 三好義治 
 委　　員
 村上英明 
 委　　員
 渡辺慎吾

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正

生活環境部長　前田宜伸　　同部次長兼自治振興課長　大場房二郎

産業振興課長　藤井智哉

保健福祉部長　堀口賢司
 同部次長兼福祉総務課長　佐藤芳雄

同部参事兼高齢者障害者福祉課長　登阪　弘　　　国保年金課長　野村眞二

介護保険課長　山田雅也
 同課参事兼地域包括支援センター長　川口敦子

１．出席した議会事務局職員

事務局次長　野杁雄三
 同局書記　湯原正治

１．審査案件（審査順）

認定第１号　平成１７年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分

認定第７号　平成１７年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計歳入歳出決算

認定の件

認定第３号　平成１７年度摂津市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定の件

認定第４号　平成１７年度摂津市老人保健医療特別会計歳入歳出決算認定の件

認定第８号　平成１７年度摂津市介護保険特別会計歳入歳出決算認定の件
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（午前１０時５分　開会）

○上村委員長　ただいまから民生常任委

員会を開会します。

　本日の委員会記録署名委員は三好委員

を指名いたします。

　認定第７号の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。

　質疑のある方。

　山崎委員。

○山崎委員　パートタイマー等退職金共

済特別会計の決算ということなんですけ

れども、私も、この制度そのものは議員

になるまでこういうのを摂津市がやって

はるというのを知らなかったんで、本当

にいい制度だと思いますので、ぜひ皆さ

んに知らせてもらえたらと思ってるんで

す。

　まず、これ、パートさんへの退職金の

適用ということなんですけれども、この

制度について、学生のアルバイトという

か、それから、ほかにも、副業としての

アルバイトをなさっている方などにもこ

れは適用されるものなのか、ちょっとお

聞かせ願えたらと思います。

　あと、過去、事業主体が本市になくて、

事業所そのものは市内にあって、仕事を

される方なども運用されていたというこ

とは聞いてますけれども、こういう事業

主がよそにいらっしゃる方も含めて、こ

の事業主へのアピールの仕方というのを

もう一度聞かせ願えればと思います。

○上村委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　まず一つ目、学生

アルバイトに適用しておるかという点で

ございますけれども、結論的には適用し

ておりません。一般従業員以外のパート

タイマーと、１週間の所定労働時間、２

２時間以上継続という項目は今現在省い

ておりますけれども、継続して勤労する

者並びにパートタイマー及び正社員とい

うことで、今現在、学生は考えておりま

せん。

　続きまして、アピールの仕方というこ

となんですけれども、今現在、１８年度

考えておりますのは、広報の産業振興特

集号を、産業振興課が管理しております

企業データベース約４，０００件に送付

するとき、また、本市の就職フェア開催

前に行いますフェア参加の企業意向調査

時に、パンフレットを同封して送付して

まいりたいと思います。

　また、事業団体の総会等の会合に出席

するときには、パンフレットを配布し、

また、あるいは時間が許されるようでし

たら説明をし、加入促進を図ってまいり

たく思っております。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　ありがとうございます。

　最初の１点、私、副業というか、ほか

にお仕事持ってはって、その制度じゃな

くて、ちゃんと仕事してはる方がアルバ

イトというか、幾つか仕事を持ってはる

とかいう方もいらっしゃいますよね。２

２時間という時間的な分である程度まと

まったものがないといけないとは思うん

ですけれども、そういった方への適用と

いうのはどんな形になるのかなと思いま

して、それもちょっとお聞かせ願えれば

と思うんですが。

　事業主のアピールもそうなんですけれ

ども、私もわからなかったということで

言うと、一般の人というか、パートさん

そのものが、やっぱりこういう制度をよ

く知らないということでもありますので、

こういう制度というのは、一般の方にも

わかるようなアピールもしてもらって、

働いていらっしゃる方から、こういう制

度があるんやけれども、事業主さんと話

をしている中で、うちも入ってもらえた

－�2�－



らどうでしょうかというような話ができ

るようなアピールもしてもらえたらなと

思いますので、その辺は要望とさせても

らって結構です。

○上村委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　ただいまの副業に

関してなんですけれども、おおむね１週

間２２時間前後かつ継続して就労する者

という条件になりますと、副業という観

点から、かなり困難だということで、今

現在、副業者という形は考えておらない

状況でございます。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　村上委員。

○村上委員　決算概要、２２０ページ、

運営委員会委員報酬ですね、予算が２０

万７，０００円という形で、その中で支

出が３万４，５００円ということで、こ

れ、委員会の開催されている回数とかい

う絡みがあるかもしれないんですけれど

も、それの開催内容と、この差について

の考え方をちょっとお聞きしたいと思い

ます。

　それと、もう１点、退職給付金なんで

すけれども、予算現額は２，９２９万円

という形で上がっていて、支出が１，８

７４万４，３３４円ということであるん

ですけれども、この差についてどう考え

ておられるのかということ、この２点、

お聞きしたいと思います。

○上村委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　まず１点目のパー

トタイマー等退職金共済運営委員会は、

本共済制度の運営について、公正な裁定

を行うために、必要時に諮問するもので、

現在、学識経験者２名、使用者側代表者

２名、労働者側代表者２名、そして、行

政機関代表者２名の、計８名で構成して

おり、委員報酬の対象は、行政代表者を

除く６名分であります。１回当たりの報

酬は、一人６，９００円で、６名全員出

席の場合、４万１，４００円となり、そ

の５回分、２０万７，０００円を計上し

ておりましたが、１７年度は、６月に１

６年度の制度収支報告の１回の開催にと

どまり、１７万２，５００円の不用額が

発生したものであります。

　これまでの年度における運営委員会の

最多回数は、平成１５年度の３回で、運

用利息の見直しについて審議いただいて

おりましたときが一番最多でございまし

た。

　続きまして、パートタイマー等退職給

付金についてでございます。２，９２９

万円の予算に対して、１，８７４万４，

３３４円の支出となっておりますが、こ

れは、加給金を含みます５１人に対する

退職給付金でございます。最高給付額は

２４０か月、２０年、７９万３，９７３

円で、平均給付額は１０．６年、１２８

か月、３６万７，５３６円となっており

ます。

　予算編成時につきましては、数年、５

０名前後の退職者が発生しておりますが、

平成１４年度には９３名の退職者があり

ましたことから、１００名分の退職者数

を見込んだものでございます。

　なお、平成１４年度の退職数が突出し

ておりますのは、１社で３９名の被共済

者を有しておりました事業所が、会社都

合により全員退職に至ったケースがあっ

たためでございます。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　ありがとうございます。

　運営委員会の開催ということなんです

けれども、結局、ことしは５名の出席と

いうことで、お金換算すればそういう形

になるのかなと、そういうふうに思って

ます。

　この中で、今まで、この制度は昭和６
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０年に創設されたということで、スター

トされとるわけで、その中で、運用利率

も、昔の５．７％から、平成１２年です

か、３％に引き下がって、平成１５年に

１％に下がっているという形で、市場金

利の利息の絡みもあるかもしれないんで

すけれども、その辺の運用利率の引き下

げと、あと、加入者の事業所数が若干減っ

てきているというような中で、その一方

で、毎年、新規の１事業者があるんです

か、そういう形でお聞きしとるんですけ

れども、ほかの中退共とか特退共ですね、

そういう制度も市内にはあるんですけれ

ども、その辺も含めて、パートタイマー

の進め方いうんですか、市民への普及の

仕方、先ほども答弁がありましたけれど

も、それについて、再度ちょっとお考え

をお聞きしたいというふうに思います。

○上村委員長　藤井課長。

○藤井産業振興課長　昭和６０年当時、

中小企業退職金共済制度につきましては、

その掛金が５，０００円から３万円まで

の１６種類で、パートタイマーと短時間

労働者向けではなく、主に一般従業員向

けの設定がされておりました。

　そこに注視しまして、２，０００円と

いう低額な掛金で、主にパートタイマー

等の労働者の利用を目指し、創設いたし

ましたのが本市の制度でございます。

　とりわけ、制度にかかわり発生いたし

ます事務費、人件費等は市が全額負担し、

事業主が納めた共済掛金のその運用収益

は、すべて退職金として有効に還元する

という特徴をあわて持っておりますので、

このような利点を強調しながら、先ほど、

山崎委員おっしゃいましたように、市民

の皆様、事業主の皆様に、さまざまな形

でＰＲに努めていきたいと思います。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　本当に、このパートタイマー

等退職金共済のメリットいうんですか、

退職されたときのお金の支出が、もうほ

かの中退共と比べても早期にできるとよ

うな形もちょっと聞いておるんですけれ

ども、その辺で、他の共済制度よりもこ

ういうメリットがあるんだよというもの

を含めて、市民に、本当に、先ほど言い

ました就職フェア等でされているという

ことなんですけれども、しっかりとまた

ＰＲをしていっていただきたいなと、そ

ういうふうに思います。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　　（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

　　（午前１０時１８分　休憩）

　　（午前１０時２０分　再開）

○上村委員長　再開します。

　認定第３号及び認定第４号の審査を行

います。

　本２件のうち、認定第４号については

補足説明を省略し、認定第３号ついて補

足説明を求めます。

　堀口保健福祉部長。

○堀口保健福祉部長　それでは、認定第

３号、平成１７年度摂津市国民健康保険

特別会計決算につきまして補足説明をさ

せていただきます。

　平成１７年度につきましては、国保加

入者数は、前年度に比べ、年間平均では

０．３％、９４名減の３万２，５８９名

の加入者を得て運営を行わせていただき

ました。その内訳といたしましては、一

般被保険者のうち、若人が２．３％、５

０３名減の２万１，４５０名、老健加入

者が３．８％、１９４名減の４，９３７

名、退職被保険者等が１０．８％、６０

３名増の６，２０２名で、各区分の被保

険者数は、一般被保険者が減少する一方、

退職被保険者等が著しい増加を見ており

－�4�－



ます。

　それでは、まず、歳入でございますが、

１８ページ、款１、国民健康保険料、項

１、国民健康保険料、目１、一般被保険

者国民健康保険料は、前年度に比べ２．

１％、約４，３０５万円の減となってお

ります。一般被保険者に係る一人当たり

現年度医療分保険料調定額は、前年度に

比べ１．４％、１，１０１円の減となり、

被保険者数も前年度よりも６９７名減と

なりましたため、総額でも減額となった

ものでございます。

　また、介護分保険料につきましては、

被保険者数が２３５名の減となりました

が、一人当たり現年度調定額は前年度に

比べ３５．７％、５，８４８円の増とな

り、総額でも増額となっております。

　収納率は、医療分、介護分をあわせ、

現年度分が８５．９％、滞納繰越分が１

１％でございます。

　目２、退職被保険者等国民健康保険料

は、被保険者数が前年度に比べ１０．８

％の大きな伸びを示したことを受け、一

人当たり現年度医療分調定額は０．３％、

２５３円の減となったものの、総額では

１０．５％、約５，２３０万円の増となっ

ております。

　収納率は現年度分９６．９％、滞納繰

越分１７．９％でございます。

　なお、不納欠損処分につきましては、

平成１５年度分以前の消滅時効等による

もので、延べ３，１３２件でございます。

　款２、使用料及び手数料、項１、手数

料、目１、督促手数料は、前年度に比べ

８．６％の減でございます。

　款３、国庫支出金、項１、国庫負担金、

目１、療養給付費等負担金は、前年度に

比べ２．３％、約４，４３８万円の減と

なっております。これは、三位一体改革

による国民健康保険法の改正により、定

率国庫負担割合が４０％から３６％に変

更になったことによるものでございます。

介護納付金負担金は約６５０万円の増と

なっております。また、過年度分療養給

付費負担金が５，５９０万円交付された

ことにより、総額では４，４３８万円の

減にとどまったものでございます。

　目２、高額医療費共同事業負担金は、

前年度に比べ５．２％、約１９１万円の

増で、高額医療費共同事業拠出額の４分

の１の交付を受けております。

　項２、国庫補助金、目１、財政調整交

付金は、前年度に比べ２．３％、約９６

２万円の減となっております。これは、

普通調整交付金の減が主なものとなって

おります。

　２０ページ、款４、療養給付費交付金、

項１、療養給付費交付金、目１、療養給

付費交付金は、前年度に比べ１１．２％、

約１億９，６５８万円の増となっており

ます。これは、退職被保険者等の増及び

老健拠出金負担分の増に加え、概算払い

分が過交付となったものが主なものとなっ

ております。

　款５、府支出金、項１、府負担金、目

１、高額医療費共同事業負担金は、前年

度に比べ５．２％、約１９１万円の増で、

高額医療費共同事業拠出額の４分の１の

交付を受けております。

　項２、府補助金、目１、事業助成補助

金は、前年度に比べ７．１％、約１０８

万円の減となっており、精神・結核医療

給付助成及び収納率向上対策に係る補助

金の減が主なものでございます。

　目２、老人医療波及分補助金は、対象

費用額の減少に伴い、前年度に比べ２３．

９％、約９１万円の減となっております。

　目３、障害者医療波及分補助金は、増

加率の変更等に伴い、前年度に比べ１８．

７％、約１３４万円の減となっておりま
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す。

　目４、府財政調整交付金は、三位一体

改革による国民健康保険法の改正により、

新たに導入された制度で、２億５，５２

４万８，０００円の皆増となっておりま

す。

　款６、共同事業交付金、項１、共同事

業交付金、目１、共同事業交付金は、前

年度に比べ３０．４％、約４，４０１万

円の増となっております。これは、１件

７０万円以上の高額医療費５５５件を対

象に交付を受けたものでございます。

　款７、繰入金、項１、一般会計繰入金、

目１、一般会計繰入金は、前年度に比べ

９．１％、約４，８０７万円の減となっ

ております。これは、国保運営に係る人

件費、事務費等の職員給与費等繰入金で

約３，５０３万円、出産育児一時金繰入

金で１，４２０万円の減などが主なもの

となっております。なお、被保険者一人

当たりの繰入額は１万４，７４０円となっ

ております。

　２２ページ、目２、保険基盤安定繰入

金は、前年度に比べ０．９％、約２８９

万円の減となっております。

　款８、諸収入、項１、市預金利子、目

１、市預金利子は、出産育児一時金、葬

祭費、高額療養費に係る資金前渡金の預

金利息でございます。

　項２、雑入、目１、一般被保険者第三

者納付金、目２、退職被保険者等第三者

納付金は、交通事故等による第三者納付

金でございます。

　目３、一般被保険者返納金、目４、退

職被保険者等返納金は、社会保険加入等

による国保資格喪失後の受診に係る返納

金でございます。

　目５、雑入は、公金総合保険からの盗

難保険料弁済補填金でございます。

　続きまして、歳出でございますが、２

４ページ、款１、総務費、項１、総務管

理費、目１、一般管理費は、前年度に比

べ２３．５％、約３，２５０万円の減額

となっており、職員給与、手当ての減が

主なものとなっております。

　目２、連合会負担金は、前年度に比べ

１．２％の増となっております。

　２６ページ、目３、市町村部会負担金

は、前年度に比べ１５．８％の減となっ

ております。これは均等割負担金の改正

によるものでございます。

　項２、徴収費、目１、賦課徴収費は、

前年度に比べ１．５％、約６２万円の減

となっております。

　項３、運営協議会費、目１、運営協議

会費は、前年度に比べ０．８％の増となっ

ております。

　款２、保険給付費、項１、療養諸費、

目１、一般被保険者療養給付費は、前年

度に比べ２．１％、約５，８８７万円の

増となっております。一人当たりの保険

者負担額は１３万３，５８８円で、前年

度に比べ４．５％の増となっており、診

療報酬請求明細書件数は１９万８，１２

８件でございます。

　目２、退職被保険者等療養給付費は、

退職被保険者の増加に伴い、前年度に比

べ１２．７％、約１億９，５８１万円の

増となっております。一人当たりの保険

者負担額は、２８万９８１円で、前年度

に比べ１．７％の増となっており、診療

報酬請求明細書件数は１０万６，０４６

件でございます。

　目３、一般被保険者療養費は、前年度

に比べ１７．９％、約１，３４９万円の

増となっております。一人当たりの保険

者負担額は４，１４２円で、前年度に比

べ２０．７％の増となっており、支給件

数は１万２１２件でございます。

　目４、退職被保険者等療養費は、前年
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度に比べ２９．６％、約１，１５３万円

の増となっております。一人当たりの保

険者負担額は８，１３８円で、前年度に

比べ１７％の増となっており、支給件数

は４，５７９件でございます。

　目５、審査支払手数料は、前年度に比

べ７．３％、約１１２万円の増となって

おります。件数は３１万８，０３２件で

ございます。

　２８ページ、項２、高額療養費、目１、

一般被保険者高額療養費は、前年度に比

べ７．７％、約２，１３０万円の増となっ

ております。支給件数は３，４０６件、

一人当たり８万７，５０９円で、前年度

に比べ１．７％の増となっております。

　目２、退職被保険者等高額療養費は、

前年度に比べ０．８％、約１３４万円の

増となっております。支給件数は２，３

５４件と、前年度に比べ増加したものの、

１件当たりの支給額は７万１１１円で、

前年度に比べ１９．１％の減となってお

ります。

　項３、移送費、目１、一般被保険者移

送費及び目２、退職被保険者等移送費は

執行いたしておりません。

　項４、出産育児諸費、目１、出産育児

一時金は、支給件数１６６件となってお

ります。

　項５、葬祭諸費、目１、葬祭費は、支

給件数３４９件となっております。

　項６、精神・結核医療給付費、目１、

精神・結核医療給付金は、前年度に比べ

１０．７％、約５０万円の増となってお

り、支給件数は５，８３８件、１件当た

り８８１円を給付しております。

　款３、老人保健拠出金、項１、老人保

健拠出金、目１、老人保健医療費拠出金

及び目２、老人保健事務費拠出金は、い

ずれも社会保険診療報酬支払基金に拠出

をいたしたもので、前年度に比べ０．３

％、約６３９万円の増となっております。

なお、本市の平成１７年度平均老人加入

割合は、老人保健医療制度への移行が停

止されているため、前年度より０．６％

減の１５．１％となっております。

　款４、介護納付金、項１、介護納付金、

目１、介護納付金は、第２号被保険者一

人当たり４万５，０５４円の拠出金で、

前年度と比較して、一人当たり３，３８

９円、８．１％の増となり、加えて、前々

年度確定拠出分については、約３，７８

０万円の追加拠出が必要となりましたの

で、総額では、前年度に比べ１４．１％、

約６，６１８万円の増となっております。

　３０ページ、款５、共同事業拠出金、

項１、共同事業拠出金、目１、高額医療

費共同事業医療費拠出金は、７０万円以

上の高額な医療費の再保険事業として拠

出したもので、前年度に比べ５．３％、

約７６０万円の増となっております。

　また、目３、その他共同事業事務費拠

出金は、退職者医療制度勧奨業務のため

に大阪府国保連合会に拠出をいたしたも

のでございます。

　款６、保健施設費、項１、保健施設費、

目１、保健衛生普及費は、前年度に比べ

４１．３％、約７３５万円の減となって

おります。これは、平成１２年度から国

の補助事業として実施してまいりました

総合データバンク事業が平成１６年度で

終了したこと、また、臨時職員の賃金を

総務費へ組みかえたことによるものでご

ざいます。

　款７、諸支出金、項１、償還金及び還

付加算金、目１、一般被保険者保険料還

付金は１５３世帯分、目２、退職被保険

者等保険料還付金は６世帯分の過年度分

保険料を還付いたしております。

　目３、償還金は、平成１６年度事業の

確定に伴い、超過交付分の療養給付費交
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付金、約１億７，８７１万円と、老人医

療及び障害者医療の波及分補助金４１万

円を返還したものでございます。

　３２ページ、款８、予備費は、当初予

算１００万円に対しまして、２５万２４

０円の充当額となっております。その内

容は、総務費で保険料徴収員に係る盗難

保険料補填金でございます。

　款９、繰上充用金、項１、繰上充用金、

目１、繰上充用金は、平成１６年度の不

足額を補てんしたものでございます。

　以上、決算内容の補足説明とさせてい

ただきます。

○上村委員長　説明が終わり、質疑に入

ります。質疑ありませんか。

　山崎委員。

○山崎委員　先ほどの補足説明でも、国

庫補助が４０％から３６％に減ったとあ

りましたんで、国が負担割合を減らして、

みずからの責任を投げ捨てていることが、

この国保の財政を圧迫している一番の原

因だと私たちは考えるんですが、こうい

う、国が自治体の事業の努力にもかかわ

らず、ペナルティーのような予算執行を

かけてくるということ自体がけしからん

と思うんですけれども、収納率が若干上

がって、交付金も持ち直してるのかと見

えるんですが、決算概要には、交付金と

療養給付の１１．２％が増というのがあっ

たんですけれども、予算執行というか、

ペナルティーの部分がどのくらい上がっ

たかというか、そういうのが見られる数

字があれば教えていただきたいと思いま

す。

　減免を受けることができる市民が、大

体受けることができれば、収納率で言え

ば分母が小さくなって、向上にも寄与す

ると思いますので、市民への、減免を受

けることができますよという周知という

か、適切なアドバイスに力を入れてもら

いたいと思うんですが、窓口に相談に来

られた方など、細かに手だてがされてい

るのかどうか、ちょっとその対応をお聞

かせいただきたいと思います。

　国保料が高いという点では、近年、国

保の加入者、今、退職された方が大分ふ

えたというようなこともお聞かせ願いま

したけれども、フリーターとか年金受給

者、収入が年間２００万円以下というか、

低所得の方がふえてきて、自営業の方で

も、近年の社会状況で所得が減ってきて

いるという点を理解して、低所得の方が

国保加入者でふえているということをちゃ

んとご理解なさっているかどうか、お聞

かせいただきたいと思います。

　年金の所得の方がふえるということは、

今回ちょっと減ってるんですけれども、

医療を受ける必要のある方もふえてくる。

つまり、かさんでくる医療費を低所得の

方が保険で賄っていくという、この大変

しんどい状況が出てくるんであるという

認識もおありなのかと思います。

　次、歳出の方で、移送費、これ昨年も

聞いておりますけれども、ゼロで、使え

る制度の紹介というか、アドバイスとい

うのはどうなっているのか、また改めて

お聞かせ願いたいと思います。

　あと、老人保健医療の方にいきますが、

老健の方では、療養型のベッド、病院、

減る方向で流れてきてまして、自宅療養

とか療養支援の医療という方に変換がさ

れようとしております。病院でもう３か

月以上はおられないとか、リハビリも３

か月で切っていくというふうなことでは、

今現在ではふえてきていると。ことしか

ら、そういう医療制度の変更がなされて、

制度の方の変更もあわせて、自己負担も

ふえてきているという状態だと思うんで

すが、老健の方は１７年度給付が若干ふ

えて、全体が、何か予算というか、減っ
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たことになっているんですけれども、年々

お年寄りがふえて、年齢層の見直しもさ

れてきておりますから、自然増があって

しかるべしじゃないかなと私は思うんで

すが、この老健全体の予算の割合、どう

見るのか、お聞かせ願いたいと思います。

　ことしの話になりますけれども、制度

が変わっていく中での老健の財政の見通

しなどもお聞かせ願いたいと思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　ただいまご質問い

ただきました、国庫補助が４０％から３

６％に変更になって、その分のしわ寄せ

というご質問ですが、先ほど、部長から

の補足説明にもありましたとおり、この

部分につきましては、国の三位一体改革

による税源移譲ということで、療養給付

費の負担金につきましては、以前の４０

％から３６％と４％の減となっておりま

すが、この部分につきましては、平成１

７年度から制度として、都道府県の調整

交付金に税源を移譲するという形になっ

ておりますので、税の負担割合というふ

うな見方で申しますと、この部分につい

ては、割合としては変更なくなっておる

んではないかなと考えます。

　それと、調整交付金の収納率の向上に

よるペナルティーの関係でございますが、

調整交付金のペナルティーにつきまして

は、ご承知のように、収納率に応じてペ

ナルティーがかかってくる形になるんで

すが、現年の一般の収納率が９２％以上

でペナルティーがなしという形で、９２

％を下回ると、段階ごとにペナルティー

が設けられておると。

　本市の場合、過去数年にわたって９％

のペナルティーということで推移してお

りまして、若干の収納率のアップはござ

いますが、まだ９％のペナルティーの域

を脱していないというふうな状況でござ

います。

　それと、減免制度の周知と市民への対

応という中では、減免制度につきまして

は、国民健康保険料につきましては、前

年の所得に応じて保険料が賦課されると

いうことで、当該年度の収入状況に応じ

てということでございますが、周知につ

きましては、まず、窓口で納付相談等を、

私ども職員が応じる際に、収入の減等の

ご説明があった際には、減免制度を積極

的に利用させてもらっておると。また、

短期保険証というのを出しておりますが、

保険証の更新の際にも、通知の中に減免

の手引きという申請書と内容等を説明書

きさせてもらったものを同封させてもらっ

ておりまして、それによって、申し出が

ございました場合には、随時、窓口で対

応させてもらっているという状況でござ

います。

　そして、低所得者層の推移的なものは

どうなっているかというところでござい

ますが、手元にございます、１８年の３

月末現在でございますけれども、国保の

世帯のうち、２００万円未満の世帯、中

には、未申告といいまして、所得の申告

がなされてない世帯も含まれております

ので、若干、その辺の数字としては確実

性といいますか、未申告の世帯の動きに

よって変わるんですが、それによります

と、全体の約７０％が２００万円未満の

世帯となっておると。

　そして、あともう１点、支出の方で、

移送費が執行されていないが、そのあた

りのＰＲ等についてのご質問でございま

すが、移送費と申しますのは、適切な診

療を受けるために、法に基づく移送が必

要な場合、そして、移送の原因である疾

病または負傷により移動することが著し

く困難が本人にあった場合、その他、あ

と、緊急やむを得ない状態というすべて
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の条件を満たしている要件が必要となっ

ております。

　ちなみに、そのあたりのＰＲについて

はどうかということにつきましては、年

２回、保険料の決定通知、今、仮算定と

本算定ということで、４月、８月に出さ

せてもらっておりますが、その決定通知

の際に、国民健康保険の手引きというこ

とで同封させてもらっておりますが、そ

の中にも移送費の支給等についての説明

をさせてもらっております。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　それでは、老人

保健に係る分についてご答弁申し上げま

す。

　まず、老健全体の医療費についてでご

ざいますが、平成１４年１０月に制度改

正がございまして、いわゆる対象者が７

０歳から７５歳に変更になって、それ以

降、経過措置ということになっておりま

すので、対象者につきましては徐々に減っ

てきているというのが現状でございます。

　具体的には、１６年度におきましては

６，０８４人が対象でございましたが、

１７年度につきましては５，８０８人と

いうことになっております。そういった

ことが、医療費全体が下がってきている

ということになっております。

　それから、療養型の病床につきまして

は、平成１８年１０月の改正をもちまし

て、食費とか居住費を含む分が負担増と

なりまして、一般世帯につきましては、

それまで、大体一月６万４，０００円ぐ

らいの負担が９万４，０００円ぐらいの

負担になっているというふうに聞いてお

ります。

　それから、老人保健の今後のことでご

ざいますが、今後につきましても、引き

続き、経過措置の対象の方が入ってきま

すので、医療費につきましても減額になっ

ていくのではないかなと考えますが、既

に２０年４月から、後期高齢者の医療制

度の方に移行いたしますので、余り個々

の議論をしても、既に新しい制度へ移行

するということで、また変わった制度の

もとでの議論になるかというふうに考え

ております。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　まず、税源移譲の話はよく

わかります。ペナルティーも出していな

いということですので、この辺は国の制

度そのものが改善されるように要望もし

ていただきたいと思います。

　減免の話ですけれども、先ほど、短期

保険証の発行の話もありましたけれども、

制度の説明をやはりしっかりされている

かなというか、リーフレットなどを見て

も、要件いろいろ書いてあるのが、なか

なか市民の方、理解しにくいんではない

かと。この間、いろいろやりとりやらせ

てもらっている中で、医療費がかさむと

か、老健の中でもホテルコストが入って、

３万円の負担がご家庭にかかってくるよ

うな話も出ましたから、そういったこと

も要件に入れて減免制度の勘案ができる

というようなことも、しっかりアドバイ

スはしていただきたいと思いますので、

その辺、よろしくお願いいたします。要

望で結構です。

　国保がそんな高いという点、２００万

円以下の所得の方が７０％という数字が

出ているということでは、１９６０年か

ら国民に健保の加入が義務づけられてい

る以上、社会保障としての性格から、公

的負担が重要だと我々見てるんですけれ

ども、国保事業については、過去の累積

でも赤字で、今現在でも赤字で、将来も

なかなか改善が見込めないと、こうなる

と、破綻していくんじゃないかという、

多くの方が不安を抱いておられるわけで
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すから、これをどう乗り切っていこうか

ということになれば、公の負担というか

補てんというのも必要になってくるんじゃ

ないかと思うんですけれども、法定外の

繰り入れが年々減らされてきている考え

方というか、これをお聞かせ願いたいと

思います。

　一般被保険者に負担がかかっていくん

じゃないかと思うんですけれども、これ

は無理があるんではないかなと思ってお

ります。

　先ほども言われました、短期保険証で

すとか資格証明書の発行、これも、発行

の理由というか、お聞かせいただきたい

と思います。

　収納率の向上というようなことにはつ

ながらないと我々は何回も言わせてもらっ

てるんですけれども、言葉悪くなるかも

しれませんけれども、ペナルティーとか

おどしで収納率を上げるというようなこ

とは許されないと思いますので、収納率、

本当に改善するためには、やっぱり払え

る保険料にしていくということが大切だ

と思いますので、繰り入れの考え方とあ

わせてお聞かせ願いたいと思います。

　あと、差し押さえも１件あったと聞い

ておりますけれども、状況、これも聞か

せてください。悪質なものだったのかな

と思うんですが。

　それと、移送費の話なんですけれども、

先ほど、今の条件、全部かさならないか

んということなんですが、そういう意味

では、動けないということで、緊急性の

場合、救急車が来れば別なんでしょうけ

れども、タクシーなど飛ばしたというよ

うな話でしたら、後から請求できるとか、

手だてするとかいうことも可能なのかど

うか、ちょっとこれをお聞かせ願えたら

と思います。

　老健の方は、そういう点で制度改正が

あってくるんで、どういうふうに見るか

というのは難しいところだと思うんです

けれども、先ほど言われたように、ホテ

ルコストが月々３万円も、さっき言った

ような、所得の少ないお年寄りの方にか

かってくるということになると大変だと

思うんです。この辺の老健のあり方とい

うか、この辺も、市がどういうふうにお

年寄りの医療に対して責任を持っていく

かということも、何かお考えがあればお

聞かせ願いたいと思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　まず、法定外繰入

金が減ってきているのではないかという

ご質問でございますが、１７年度の法定

外の繰入金、保険料の軽減分ということ

で、約２億７，７００万円と、１６年度

につきましては２億７，６００万円、１

５年度が３億２，２００万円ということ

で、約５，０００万円ほど、１５年度か

ら見れば減っているんですが、この部分

につきましては、従来からございます基

盤安定繰入金、これは、低所得者の保険

料の軽減の措置で行われている７割、５

割、２割の軽減に伴う保険料の減少部分

についての国、府、市からの補てんとい

う形になっておりますが、この部分に、

新たに保険者支援分ということで、この

軽減世帯の割合等に応じて、支援分とい

うことで、新たに法律で定められた部分

で、新たに繰り入れされるという制度が、

時限ではありますが今現在ございまして、

その部分が、１７年度が約５，５００万

円ほどの繰り入れがされております。全

体の枠で見れば、今まで確保されていた

約３億２，２００万円を超えるような形

の額になっておりますので、そのあたり、

よろしくお願いします。

　それと、次に、短期保険証と資格証明

書の発行の理由ということでございます
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が、今現在、短期証につきましては、有

効期限が４か月ということで発行させて

もらっておりますが、この部分につきま

しては、定期的に未納の保険料納付の相

談等を、できるだけ直近の市民の生活状

況等をお伺いする中でさせていただくと

いうことで、短期証の発行をさせてもらっ

ております。

　資格書につきましては、国民健康保険

法において義務づけられておきまして、

基本的には、納期限から１年以上、全く

保険料の納付がない者という形での規定

となっておりますが、この分につきまし

ては、本市の場合、いろいろその対象に

上がっておる方につきましては、ご事情

等をお伺いしたり、家庭訪問を行う中で、

できるだけ接触を図っていくという中で

行っておりますが、それでも若干、相談

にも応じていただけない世帯については、

若干発行をさせてもらっているという形

になっております。

　そして、差し押さえが１７年度１件あっ

たということで、その中身でございます

が、こちらの方は、もう既に市税の方で

差し押さえがございまして、そちらの方

に参加差し押さえという形で１件となっ

ております。

　最後に、移送費の部分で、委員おっしゃっ

ておられました、緊急で、救急車を使わ

ずにタクシーで行った場合の費用等とい

うことでございますが、移送費につきま

しては、病院へ通院のための費用ではな

く、あくまでも病院の医師の判断により、

医療的な措置を他の医療機関で行う緊急

的な移送の措置が生じた場合についてと

いうことでございますので、そのあたり、

よろしくお願いいたします。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　老人保健制度に

つきましては、拠出金制度で運営してい

る以上、その制度のもとでは、市独自で

軽減措置を設けることはできないという

ふうに考えております。

　先ほど申し上げました、療養型の病床

の費用負担につきましては、一般世帯の

例を挙げてご説明させていただきました。

低所得世帯につきましては軽減措置が図

られておりますことから、適切に軽減措

置を受けることができるよう、その周知

に努めてまいりたいというふうに考えて

おります。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　移送費については医師の判

断が必要ということで、よくわかりまし

た。

　軽減措置というのは、それぞれに必要

なところはきちんとやっていかないとい

けないと思うんですが、繰入金のところ

は、基盤安定の低所得の分ということで、

時限的に移してきたということになれば、

将来的には減っていくというのかなとも

思いますし、今現在、国の制度が改悪な

んですけれども、お年寄りの方、老年者

控除とかなくなって、収入変わらないの

に、税金や国民健康保険やら、介護保険

の負担額が上がっているということも考

えに入れられて、下支えする、国がもう

投げ捨てたから、もう全部それは市民に

お願いせざるを得ないんだという態度だ

けは市がとるべきではないと私は思うん

ですけれども、ぜひとも、時限ではなく

て、安定した低所得援助のための繰り入

れというのはしっかり持っていかなくて

はならないんじゃないかと思いますので、

その辺の考え方をもう一度、あるのかな

いのかだけでもちょっと聞かせてもらえ

たらと思います。

　あと、短期証、資格書の発行は、本当

に市民の方の感情というか、やっぱりプ

レッシャーになりますので、慎重にお取
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り扱いいただきたいと思いますので、要

望としておきます。

　差し押さえはわかりました。差し押さ

えも税制の分であるんですけれども、やっ

ぱりその人の生活を崩すようなことは絶

対あり得ませんので、その辺も慎重にお

願いしたいと思いますので、要望として

おきます。

　繰り入れの考え方だけ、もう一度お願

いできればありがたいと思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　法定外の繰り入れ

の部分につきましては、この委員会でも

何度か審議いただいている部分でござい

ますが、保険者支援分につきましては、

時限とは申しましたが、私ども、国民健

康保険の、各種、近畿圏の協議会であっ

たり、大阪府の課長会等々で、国へこの

支援についてはさらに継続するようにと

いう要望は毎回出させてもらってますの

で、そのあたりで、これからお願いした

いと思います。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　村上委員。

○村上委員　先ほどの、山崎委員の方か

らも、徴収率とかその辺でご質問があり

ました。

　私は、決算書の１８ページ、歳入の部

分なんですけれども、款３、国庫支出金、

項２、国庫補助金、目１、財政調整交付

金、節２、特別調整交付金ということで、

先ほど、ご説明の中で、普通調整交付金

の方は減になりましたということであっ

たんですけれども、この特別調整交付金

につきまして、ことしは８，３２４万円

ということで、昨年に比べて６７０万円

ぐらいふえたというふうに思っとるんで

すけれども、これ、現年の徴収率とか、

あと、医療費の抑制とかそういうものの

数字が上がれば、この特別調整交付金と

いうのは多くいただけるというふうに思っ

てるんですけれども、今後の考え、どう

いうふうに考えておられるのか、ちょっ

とお聞きしたいというふうに思います。

　もう１点、決算概要の１８４ページな

んですけれども、保険料の徴収員報酬と

いうものがあります。先ほどの質問と重

なる部分があるかもわからないんですけ

れども、これ、収納率の向上特別対策を

実施ということで、一般徴収員が６名、

特別徴収員の方が４名ということを記載

されておったんですけれども、その業務

内容について、どういう業務をされてい

るのかということについてお聞きしたい

と思います。

　１回目、以上です。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　国の特別調整交付

金の今後の考え方と、保険料の徴収員の

業務内容の２点のご質問にお答えさせて

いただきます。

　国の特別調整交付金につきましては、

画一的な基準で測定できない特別な事情

や、国保事業の適正運営に努力している

などの点に対して交付されるというもの

でございまして、先ほど、委員ご質問ご

ざいました、医療費の関係や収納率の向

上対策などについて交付されるという形

になっておりますが、具体的な医療費に

ついては、医療費通知というものを年６

回、被保険者に送付させてもらっており

ますが、その内容を見ていただいて、医

療費が実際どのぐらいかかっているとか

いうことで、医療費についての関心を持っ

ていただくというようなものがございま

す。

　そして、保険料の収納率ということで

のお話がございましたが、実は、先ほど、

山崎委員からもご質問がありました、普

通調整交付金のペナルティーについて、
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本市、ここ数年来、９％のペナルティー

というのがかかっておりますが、その分

につきまして、収納率が前年と前々年度

を比較して決められたポイント数がござ

いますが、それをクリアしている場合、

そのペナルティーのかかっておった部分

の２分の１を交付していただけるという

のもこの特別調整交付金の中にございま

して、１７年度につきましては、その部

分を交付をしていただいているというこ

とでございます。

　今後の考え方でございますが、国保の

会計につきましては、医療費を保険料や

国、府、市の補助等で賄うというような

制度でございまして、そういう意味で申

しますと、私ども保険者として、いろい

ろこういう努力をする中で、国や府から

いただける補助等については、できるだ

けもらえるような努力をしていく中で、

保険料への安易な転嫁を図らないような

努力を今後ともしていきたいと思ってお

ります。

　そして、２点目の、国民健康保険料の

徴収員の業務内容ということでのご質問

ですが、一般徴収員６名、特別徴収員が

４名が１７年度いまして、この中身につ

いてですが、一般徴収員につきましては、

主に現年の保険料を集金に回ると。特別

徴収員につきましては、現年の保険料も

ございますが、それ以外に、未納となっ

ている部分の保険料について、職員を交

えながら相談する中で、できるだけ未納

となっている保険料を回収していくよう

な形での集金というような業務を行って

おります。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　先ほど、特別調整交付金と

いうことで、現年の収納率の向上とかそ

ういう努力というんですか、そういう形

でいただけるお金が上がっていくという

形もあろうかと思うんですけれども、こ

れ、現年の分、過年度分というか、滞納

分ですね、その徴収率が上がっても下がっ

ても、そんなに変わらないというふうに

お聞きしてたと思うんですが、やっぱり

経営の努力といいますか、そういう面を

含めば、現年の徴収率、また、それに加

えて、この滞納分の徴収率も含めて、そ

の努力というものを見ていただきたいと

いうものであるかと思うんですけれども、

その辺の今後の考え方いうんですか、国

への要望等々も含めて、ちょっと考え方

をお聞きしたいというふうに思います。

　あともう一つ、徴収員の報酬の件なん

ですけれども、１７年度の徴収率、現年

８５．９％ですか、滞納分が１１％とい

うことで、これ、私が見た資料の中では、

１６年から見れば減っているような気が

します。そういったことで、今後の徴収

員の指導というか、業務の内容のやり方

について、また、どんなふうにやってい

こうかという方があればお聞きしたいと

いうふうに思います。

　それと、もう一つ、ペナルティーがか

かる、かからないというのは、９２％と

お聞きしたんですけれども、この９２％

の設定の考え方、わかれば教えていただ

ければというふうに思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　現年保険料の徴収

と滞納分保険料の取り扱い等の考え方と

いうところでございますが、今現在、先

ほども申しましたとおり、国の交付金を

得るのには、今のところは、一般の現年

の収納率の数字によって左右されている

ところが大きいというのが、今の現在で

ございます。

　ただ、滞納分の保険料の収納率等々に

つきましても、本年の７月ですか、厚生

労働省の国民健康保険の課長補佐の方か
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らも、滞納保険料の取り扱いについて、

すぐには結論は出ないと思うんですが、

今後何らかの交付の判定の材料にはして

いきたいという考えを持っておられると

いうところが、今現在のところでござい

ます。

　今後の徴収人の活用方法というところ

でございますが、一般徴収人につきまし

ては、現年の保険料ということでござい

ますが、特別徴収人につきましては、収

納の担当の職員との情報を密にしながら、

また、被保険者にとっても余り過度とな

らないような分割等々のご相談をしなが

ら、保険料の徴収等を今後とも行ってい

きたいとは思っております。

　そして、最後に、普通調整交付金のペ

ナルティーの基準となっております９２

％の根拠と申しますか、その部分につき

ましては、国の方で一定定められており

まして、このあたりにつきまして、ちょっ

と私どもの方で、明確な基準は、ちょっ

と把握しておりません。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　先ほどの徴収率云々の件な

んですけれども、この１７年度が、現年

が８５．９％ということで、１８年度の

予算のときも、徴収率、現年も９２％の

目標を持っていきますというような話も

ございました。

　そういった中で、やっぱり徴収率を上

げていくということが、逆に、今の、市

民の方からいただいている保険料の軽減

の一助にもなっていくのではないかなと、

そういうふうに思っておりますので、こ

の徴収率を本当に上げていただくような

努力をお願いしたいというふうに思いま

す。

　それと、もう１点なんですけれども、

一般会計からの繰り入れの話も先ほどご

ざいました。一般会計の繰り出し、摂津

市、大阪府下３３市あるんですかね、そ

の中で、上位４位とか５位とかいう、一

人当たりの繰り出しが高いというふうに

聞いてます。その中で、この摂津市の一

般財政が、１７年度決算が経常収支比率

も１１０％であって、府下のワースト１

位というお話もございました。１６年度、

１０４．６ということで、さらに悪化し

たという話もあったんですけれども、そ

の中で、やっぱり国保のついても介護も

そうなんですけれども、特別会計という、

基本的には、特別会計の中で運営すると

いうのが基本的な考えがあるのではない

かなと、そういうふうに思うところなん

ですけれども。

　ある方は、自分が入っている共済とか

健保とか、国保以外に入っておられると

いう方が、この摂津市でも半分以上とい

うか、３分の２近くおられると思うんで

すけれども、その方の中からちょっとお

話を聞いたことなんですけれども、国保

に入っておられる方は国保で保険料を納

めますと、国保以外の方は、自分たちが

入っている組合にお金を払いますと。な

おかつ、一般会計から繰り入れるという

ことにつきましては、要は二重払いにな

るんじゃないかと、そういうような意識

もちょっと持っておられるような、そう

いうお話もございました。その辺で、先

ほど、ご答弁もあったんですけれども、

再度、この一般会計の繰り入れ、法定外

の分について、ちょっと考えをお聞きし

たいというふうに思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　一般会計からの法

定外の繰り入れについての考えでござい

ますが、委員、ご質問の中にありました

とおり、特別会計でございますので、本

来的には、特別会計内での歳入歳出の収

支を図っていくというのが本来の形であ
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ろうかとは思っております。ただ、その

中で、今現在、法定外として入っている

部分が、一般被保険者の一人当たりで見

ますと、約１万４００円ほどが、一人当

たり、保険料の軽減分として一般会計か

ら繰り入れていただいておるわけでござ

いますけれども、なかなか、私ども、日々、

窓口で市民等の応対をさせてもらってい

る中で、保険料の納付相談というのが、

窓口の中の対応の中でも多くあるわけで

すが、それから、生活状況等というのを

お伺いする中で、この繰入金につきまし

ては、一度になくしてしまうというのは、

ちょっとなかなか難しい問題かなという

ふうには考えております。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　一般会計の繰出金の件なん

ですけれども、やっぱり摂津市の財政も

考慮する中で、先ほど、一人当たりの繰

出金が上から数えた方が早いと。その反

面、保険料というのは、大阪府下で下か

ら数えた方が早いというような、アンバ

ランスというんですか、バランスをちょっ

と今後考えていただくような形でお願い

したいというふうに思います。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　先ほど、ちょっと村上委員

のことに関連するんですけれども、徴収

員の件で、特別徴収員と一般徴収員がお

られるということなんで、一応、それな

りに役割分担はわかったんですけれども、

具体的にどのような形の徴収の仕方をさ

れているのか、ちょっとお聞きしたいと

思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　保険料の徴収員の、

特別徴収員と一般徴収員の業務について

というご質問でございますが、一般徴収

員につきましては、今、現年と申しまし

たが、その年の保険料を徴収するという

形になっておりますが、保険料の納付方

法につきましては、今現在、三つの方法

がございまして、一つは、口座振替によっ

て納めてもらう方法、そして、２点目は、

自主納付と申しまして、被保険者ご本人

様が納付書を持って金融機関等で納めて

いただく方法、３点目が、この徴収員に

よる集金による納付というものがござい

まして、一般徴収員６名につきましては、

ご本人のご希望による集金納付という部

分について対応させてもらっております。

　特別徴収員につきましては、先ほど来

も上がってますが、未納保険料、これは、

滞納繰越分に限らず、現年の保険料にお

いても、当該期以前の保険料で未納となっ

ている部分については集金に行ってもら

うという形になっております。この部分

につきましては、職員が窓口で納付相談

を行った際の集金という結果での徴収の

お話があった部分と、もしくは、未納と

なっている部分についてのリストという

のが毎月出てきますので、それをもとに

電話なりをさせていただいて、納付のお

話をさせてもらう中で集金にお伺いする

というような形の方法をとっております。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　どういう方々がそういう特

別徴収員になっておられるのかお聞きし

たいことと、それから、費用対効果では

ないんですけれども、それだけ徴収員と

いう報酬を渡した中で、非常に徴収率い

いますか、それがもう一つ上がらないよ

うな状況をちょっとお聞きしたんですけ

れども、その費用対効果ということを考

えますと、例えば、いろいろなそういう

徴収に関しての具体的な工夫はどういう

ふうにされているのか、単に電話等で徴

収してくれるんやったら、別に徴収員を

雇わんでも係の人間でもできるわけであっ

て、その辺、具体的に説明いただきたい
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なと思いますので、お願いします。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　まず、費用対効果

という面で申しますと、１７年度の徴収

員に対する報酬につきましては、約１，

７００万円ほどを支給させてもらってお

るわけでございますが、その中身ですが、

滞納分の保険料につきましては、約８，

３７０万円ほどの保険料を集金していた

だいております。そして、現年分につき

ましては、ちょっと金額の方はまだ把握

しておりませんが、件数として約４，５

００件ほどの集金件数がございます。

　そして、ただ単に集金に行っていただ

くということだけではなく、その中では、

今現在、本市、保険料の口座振替という

のを推進しておりまして、集金に行って

もらった中においてでも、口座振替につ

いての勧奨等も行ってもらっております。

そして、集金業務以外にでも、適正賦課

等という観点から、未申告世帯が、８月

末で約１，０００世帯ほどございます、

毎年。この分につきまして、訪問してい

ただいて、申告の必要性等を説明する中

で、申告勧奨等も徴収員に行ってもらっ

たりをしております。

　それによって、最終的に約半数、５０

０世帯以上が申告をしていただくという

形の結果も出ておりまして、今現在とし

ては、集金業務だけではなく、適正賦課

という観点からの業務についてもお願い

してもらっている状況でございます。

　徴収員につきましては、身分といたし

ましては、非常勤の嘱託職員という形の

身分で、市長から委嘱をさせてもらって

いる者です。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　例えば、行政に勤めてはっ

た方とか、そこの徴収員になられる方に

は、いろいろ、例えば採用の方法とか、

そういう以前の経歴とか、そういうこと

も一つ考慮に入れながら採用されている

というふうに思います。

　それと、非常に、今ずっとるる数字を

説明していただいたんですけれども、例

えば、これ、銀行引き落としにするんやっ

たら、別に徴収員、これ、今後要らなく

なると思います。それが、１０人の方、

これ１，７００万円の一つの予算を立て

て、これ１０人の方おられますよね。だ

から、そういう点で、自動引き落としが

年間何件ぐらいあって、それに伴って、

例えば、徴収員をこれから減らしていく

というような、そういうこともこれやっ

ていかなあかんというふうに思いますし、

そういう点、実質、今言ったように、費

用対効果じゃないんやけど、実質、その

１，７００万円払って、それで、今、特

別徴収員とかいうことでいろいろ費用上

がってきたんですけれども、それでも徴

収率がそう変わらないような状況の中で、

非常にその、再度一遍、さまざまな面で

検討することが必要ではないかというふ

うに思いますので、ちょっとその点も踏

まえて、もう一遍ご答弁いただきたいと

思います。

○上村委員長　一般徴収員がどういう人

で、特別徴収員がどんな人か、その区分

けも含めて、区分けないならなくてもい

いんですけれども、その辺も含めて答弁

願えますか。

　野村課長。

○野村国保年金課長　特別徴収員と一般

徴収員の区分け、こういう人だから特別

徴収員とか、一般徴収員ですよという明

確な区分けというのは、今、正直ござい

ません。特別徴収員については、比較的

時間の制約等もなく動いていただいてお

るというのが現状でございます。

　今後の集金という制度についての考え
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方なんですが、確かに、納付方法で申し

ますと、１７年度で、口座振替をご利用

いただいているのが全体の５１％、集金

の方法が約５％、納付書でお支払いいた

だいている自主納付が約４４％となって

おるわけですが、口座振替を全体の５１

％の方がご利用いただいておりまして、

その方たちの収納率というのが９８％ほ

どなっておりますので、私どもといたし

ましては、この口座振替の収納率が高い

というところも考えまして、口座振替に

今後とも力を注いでいきたいなと考えて

おります。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　とりあえず、どんな方がな

られるかいうのを、ちょっと僕知りたかっ

たことと、それと、今言うたように、口

座振替になってきたら徴収員は要らなく

なっていくわけです。これ、１，７００

万円、単純計算して、これ１０人いては

るんですね、それで割ったら、年間１７

０万円、そういう予算をかけて徴収員を

雇ってはると、一生懸命徴収せなあかん

という形でしてはるのはわかるんですけ

れども、自動振替でやったら、その徴収

員はだんだんだんだん少なくしていかな

あかんし、今、財政状況はもう逼迫した

状況の中で、今大変やいうことで赤信号

が出とるわけであって、そのときに、こ

ういうことも一つ一つ検証していって、

これ見直していかなあかんというふうに

思いますし、先ほど、何遍も言うように、

費用対効果いうことを考えたときに、そ

れから、そういう考えの推移があるわけ

です、自動振替になってくる推移、そう

いうことをしっかりと検証していって、

対応いうことを考えていかんと、これ非

常に、ちょっと私もひっかかる面がある

んです、そのことに関して。

　だから、徴収員の方々いうのは、そう

いう専門的な方々なのか、例えば、そう

いうことに精通した方々なのかいうこと

が非常に、ただ単に、そういう経験もな

しに採用して、ほな徴収してくれ言うて

も、なかなかこれ、何もわからない人に

徴収せえ言うても、これ難しい面もある

と思います。

　そういう点、まだお答え願ってないの

で、ご答弁いただきたいと思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　口座振替を市とし

て推進していく中で、今後、徴収員がど

ういう形になっていくのかというところ

ですが、確かに、ご指摘のとおり口座振

替の件数がふえてくると、自主納付なり

集金の納付という件数が減ってくるとい

うのは、これ事実でございますので、ど

ういう形へ持っていくかというのが今後

非常に重要なことだと思います。

　現在、１７年度につきましては１０名

の徴収員がおったわけですが、現状、１

８年度については９名ということで、１

名減になっております。この分につきま

しては、年齢的なものを考慮した中で、

退職という言葉がちょっとふさわしいか

どうかわかりませんが、一人おりまして、

今現在、９名という中で、一般徴収員が

１名減となっている状況で行っておりま

す。

　一般徴収員につきましては、現年の保

険料ということで、ほぼルート徴収いう

んですか、決まっているところを回って

いる形もあって、ほぼ１００％近い収納

をいただいております。特別徴収員につ

いては、報酬で、滞納保険料の基本給と

歩合給という形で出しておるんですが、

身分的にどういう方がなっているかとい

う点につきましては、当初、広報等で募

集させていただいた中で徴収員として委

嘱させてもらっているということで、徴
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収のノウハウ等につきましては、担当職

員の指導により、現在回っているという

状況でございます。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　もうこれ以上言いません。

　非常に何遍も言いますけれども、逼迫

した財政状況の中、先ほど村上委員がおっ

しゃったように、非常にこれ、一般会計

から繰り入れしとったら、不公平感が生

まれるわけですから、当然、そういう不

満いうのがこれから蔓延してくるという

ふうに、今でも蔓延していると思います

けれども、そういうことになるわけで、

できる限り一般会計からの繰り入れはな

しということをしていかなあかんわけで

すから、その中で、この財政状況の中で、

これからもっともっと徴収率を上げて、

これ何とか１００％に近い数を目指して

やっていかなあかん。

　現実問題として、先ほども言いました

ように、その徴収員の方々が自動引き落

としいう形を優先してやる中で、どんど

んどんどん大きな時代の変化によって流

れていくんですから、その辺は的確にしっ

かりと把握しながら、その辺の費用対効

果を考えながらこれからやっていってい

ただきたいと思います。

　もうこれ以上、私は聞きませんけれど

も、その辺よろしくお願いします。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　安藤委員。

○安藤委員　それでは、３、４点ほどちょっ

とお聞きしたいと思うんです。

　最初に、１７年度の決算が閉められて、

約２億７，０００万円ほどの赤字になっ

てきたと。１８年度におきましては、医

療分、介護分含めて大幅な保険料の引き

上げということになってきたわけで、今

回、確定した赤字分が１８年度の繰上充

用として計上されていくと思うんですけ

れども、１７年度決算を受けて、１８年

度の財政見通し状況をちょっと教えてい

ただきたいと、最初にお願いしたいと思

います。

　それから、国保の加入者ですけれども、

先ほども、最初に部長からの補足説明等

にもありましたけれども、国保の加入者、

全体はふえているけれども、一般の加入

者で、一般の若い人、それから老人、減っ

てきてますよと。退職者がふえていると。

この辺、それから、実質の医療費、かかっ

ている給付費の増の関係、その点、もう

一回ちょっと教えていただけないかなと

思います。

　老人医療の平成１４年の改定に伴って、

前まででしたら７０歳から老健の方に移

行しているものが、１年ずつおくれてく

ると。そうすると、１７年度でいきます

と７３歳の方まで老健に移行せずに、国

保の方に残っているというようなことだ

というふうに理解するわけですけれども、

その点の、今後、来年１８年度が７４歳

と、再来年になりますと、ようやく７５

歳になられた方から老健の方に移行して

いくということでありますが、その辺の

今後の動向、それから、現在も老健にと

どまっていて、なおかつ、一般の老人の

方の人数は減っていると、ちょっとその

辺の関係がよくわからないので、もう一

回ちょっと整理して教えていただけない

でしょうか。お願いします。

　それから、医療制度の改定等々ありま

して、今後、高齢者医療の独立した保険

制度、医療保険制度ができてくるという

ようなお話、そんな話をよくマスコミ等

でも聞くわけですけれども、新たに高齢

者の医療の独自の医療保険制度について

の今の状況を、わかっている範囲で教え

ていただけないかなと思います。

　それから、収納率に関しては、先ほど
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からもいろいろと質疑が行われておりま

す。調整交付金についてですが、９２％

が基準ですけれども、ここ数年９％減額

されていると。決算額と言いますと、約

３億２，０００万円ということです。こ

れ９％の減額がなければ、調整交付金と

して満額入ってくるとしたら、一体どの

ぐらいのものが入ってくるのか、その点

ちょっと教えてください。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　まず、１８年度の

財政の見通しということでのご質問でご

ざいますが、１７年度の決算の段階の累

積で、約２億７，０００万円ほどの赤字

ということになっておりまして、この１

８年度につきましては、その部分を繰上

充用という形になっておる部分と、６月

議会で補正もお願いしておりました退職

者医療制度に係る療養給付の交付金等の

補正等の中で、今現在、約４億４，００

０万円ほどが財源不足という形での計上

となっておりますが、この部分につきま

しては、先ほど来申しておりますように、

調整交付金等で保険者として努力する中

で、少しでも多く得られるような工夫を

しながら、この４億４，０００万円をど

れだけ減らしていけるかというのが、今

年度の目標というか、見通しみたいなと

ころになってくるかと思います。

　そして、国保加入者で、一般の被保険

者が減って、退職の被保険者がふえてき

ているという中身についてですが、先ほ

ど、委員からのご質問の中にもありまし

たとおり、平成１４年の医療制度改正に

おきまして、老健への移行が７０歳から

７５歳にという形で、５年間、移行がス

トップしているような状況でございます

ので、一般被保険者の中から、退職被保

険者へ移行する条件としての厚生年金等

の加入期間等がある方につきましては、

厚生年金の資格をした時点で退職被保険

者にかわるということで、一般と退職の

中だけでの移行というんですか、そうい

う動きになってきていることも、退職被

保険者がふえてきているという原因では

ないかなと考えられます。

　その中で、一般被保険者が減っている

中でも、医療費がふえてきているという

ふうな状況につきましては、やっぱり一

番大きいのは、老健への移行が７０歳か

ら７５歳へ５年間とまっているという中

での前期高齢者の医療費の増加部分が多

いと考えられます。

　あと、収納率の関係で、調整交付金の

９％のペナルティーがなければ、どのぐ

らいの交付を受けていたかというところ

でございますが、普通調整交付金、１７

年度で約３億２，１００万円の交付を受

けておりますが、ペナルティーの部分が

約３，１００万円ということで、もし減

額がなければ、約３億５，３００万円ほ

どの交付となっていたということでござ

います。

○上村委員長　登阪参事。

○登阪保健福祉部参事　それでは、後期

高齢者医療制度について、簡単にご説明

申し上げたいと思います。

　世代間の負担と給付の不公平感を解消

しまして、現役世代、それから、高齢者

世代を通じまして、公平でわかりやすい

新たな医療制度を創設するために、平成

２０年４月から、７５歳以上の後期高齢

者につきまして、独立した医療制度が発

足することとなりました。

　新たに創設されます後期高齢者医療制

度では、全都道府県におきまして、都道

府県単位で、全市町村が加入する広域連

合をつくり、広域連合が保険料の設定、

賦課決定、医療給付等の事務を行い、制

度の運営に当たることとされております。
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　大阪府におきましては、ことしの９月

に広域連合の準備委員会が設置されまし

て、現在、検討が進められているところ

でございます。次の１２月議会におきま

して、その広域連合の規約案をお示しを

し、それに基づきまして、関係市町村と

協議していくという内容の議決をいただ

きたいと。それと、１８年度のその準備

会にかかります経費につきましても、補

正予算として議会の方に上程してまいり

たいというふうに考えております。

　また、現在、協議が進められている内

容につきましては、できるだけ早い時期

に議会の方にもご説明を申し上げてまい

りたいというふうに考えております。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　２回目、質問させていただ

きます。

　まず、後期高齢者の医療保険制度の創

設ということに関してでありますけれど

も、都道府県で広域で検討がもう既に進

められていると。１２月の議会には、そ

の規約案であったりとか、補正の予算等

が上がってくるということで、これ、私

たち、医療制度の問題、後期高齢者の方々

というのは年金も下がってきますし、医

療費も、今回の医療制度改定によって負

担を大幅にふやされて、介護保険につい

ても保険料がふえているという中で、ま

すます負担が大きくなっていく中で、今

まで、医療保険料を支払う義務のなかっ

た方まで徴収をしていくということで、

非常にお年寄りを切り捨てていくような

制度改悪だというふうに思っているわけ

です。こういったものが広域的に進めら

れていく中で、摂津市の国保としても、

そこへ新たに退職者医療ですとかいろい

ろな医療保険制度が生まれるごとに拠出

金が発生するとか、実質、高齢者率は低

いのに、老健の拠出金は下がらずに、今

回、高いままですね、そういった状況で、

摂津市の国保の財政にも非常に大きな影

響を与えますけれども、より摂津の後期

高齢者の方々に本当に大きな影響を与え

るような問題だというふうに思っておる

わけです。

　ですので、この障害者自立支援の問題

にしても、介護保険の問題にしても、国

の方が決めて、さあやれというときには、

物すごい短いスパンで検討が行われて、

それを、もうゴール地点が決まっている

状況のもとで議会に諮られて、短い中で

市民の皆さんに周知する時間もないとい

うような状況がこの間続いているわけで

すので、この後期高齢者のこの医療保険

制度の動向を、今、登阪参事も言うてい

ただきましたけれども、逐次、私どもの

方にもご報告いただいて、その中身など

も、わかる中身についてはぜひ知らせて

いただきたいというふうに思いますので、

ちょっとその点、最初に要望しておきた

いと思います。

　それから、１８年度の見通し、繰上充

当２億７，０００万充用されて、１８年

度、４億４，０００万円の財源不足、ど

のように埋めていくのか、非常に財政的

にも、今回に限ったことではありません

が、大変な財政運営をされているという

ことであります。

　同時に、普通調整交付金についても、

収納率を上げれば３，１００万円という

のが入ってくるという、その努力という

のもなかなか難しいという状況のもとで

保険料が引き上げられてきたわけです。

やっぱり先ほども山崎委員の方からもお

話がありましたように、こうした大変な

財政状況、そして、収納率の中で安定し

た、市民の命を守る保険制度を守ってい

こうというときに、じゃあ財源どうする

のかというのは、やっぱり本当に大きな
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課題だと思います。国保制度が持ってい

るさまざまな問題や矛盾というのも十分

承知しておりますし、その矛盾の中で運

用されていることでは敬意を表するわけ

ですけれども、やっぱり国民健康保険と

いうのは、摂津の場合ですと、世帯加入

者は全体の約４割を超しています。現在、

被用者保険に入っておられる方、いろい

ろな方がいらっしゃいますが、そういっ

た方々も、必ずこの国民健康保険という

制度に最後は入るという制度であります。

商売をされている方だけでなくて、会社

をやめられた方、それから、商売をして

はったり、会社勤めをされている方の中

でも、昨今の経営状況の中で、社会保険

から国保の方に移る中、収入はどんどん

減っている、２００万円以下の所得の人

が７割も加入しているというところの保

険であって、やっぱりここは社会保障と

しての側面というのは、本当によく見て

いく必要があると思うわけですけれども、

その点の考え方を、ちょっとお示しをい

ただきたい。社会保障としての国民健康

保険の制度、最後の命綱です。アメリカ

では公的保険制度というのは、日本のよ

うに発達しておりませんから、それこそ

財布の中身によって医療の、治療の中身

が決まってくると。ですから、格差が日

本以上に拡大、大きいアメリカの場合で

すと、やはり低所得の方は公的な、本当

に貧弱な公的な保険制度のもとで満足な

治療が受けられないというような状況が

あるわけで、日本は決してそんなような

ことにしてはならないというふうに思い

ますので、そういった観点から、ちょっ

と国民健康保険の制度についての考え方

を改めてお伺いしたいと思います。

　それから、調整交付金にかかわりまし

て、収納率の向上についてですけれども、

やはり９２％以上を目指しておられると

いうことだと思うわけです。収納率の向

上についても、先ほどもいろいろと議論

がありましたが、例えば、いろいろな努

力もされておられる中で、短期保険証の

問題、それから、資格証明書の問題、さ

らに、差し押さえ、１７年度は１件で、

これは税金の方の差し押さえに参加した

ということでありますけれども、１６年

度にも１件か２件あったかと思います。

この差し押さえという問題と収納率の問

題、その点の考え方をお聞かせいただき

たいのと、それから、これまでも何度も

確認をさせていただいてきましたけれど

も、国民健康保険証の交付と保険料の納

付、これは別の問題として取り扱うんだ

と。短期保険証や保険証の交付を、まる

で人質のようにして保険料を取るという

ようなことはしないということは何度も

確認をしてまいりましたが、その点、も

う一度確認をしたいと思いますので、お

聞かせいただきたいと思います。

　それから、老健の移行によって、国保

にとどまっておられる方が多いと。一般

の加入者は減っている、退職の方がふえ

ていると、高齢者の方が年金を少々受け

取ってから、退職者医療の方に移行する

ということで、退職の方がふえているけ

れども、一般は減ってますよということ

ですが、給付費の方がふえているのは、

前期高齢者がいるということが原因だと

いうふうにご説明いただきました。

　一人当たりの医療給付費、決算審査意

見書の方を見ましたら、一般と退職者で

比べると、当然、一般の方が８万４，３

８０円とあるわけですけれども、高齢者

の、特に前期高齢者の方々がふえてきた

ということでありますので、その単価は

どんなふうになっているのか。前期高齢

者の方が残ったということでふえている

ということでありますので、若い人と高
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齢者の方との一人当たりの単価、それも

ちょっと教えていただきたいと思います。

○上村委員長　暫時休憩します。

　　（午前１１時５５分　休憩）

　　（午後　１時　　　　再開）

○上村委員長　再開します。

　答弁をお願いします。野村課長。

○野村国保年金課長　社会保障としての

国保の考え方というご質問ですが、社会

保障の体系の中で、国民健康保険は社会

保険の一つとされ、被保険者の拠出を主

な財源として、疾病、負傷、出産、死亡

等に対して必要な給付を行う相互共済の

制度ということで理解しております。

　そして、２点目の、短期保険証、資格

証明書、差し押さえ等と収納率の関係は

というご質問ですが、資格証明書につき

ましては、午前中のご答弁とダブるかと

思うんですが、この対象者については、

年に何度も保険証の更新の通知等を行っ

てはいるものの、回答がなく、また、家

庭訪問も行っておりますけれども、なか

なかお会いすることができないような状

況ですので、資格書については、ちょっ

と難しい部分かなとは考えております。

ただ、資格書の交付につきましては、こ

れは市独自の制度ではなく、国民健康保

険法で交付が義務づけられておりますの

で、できるだけ最小限の発行にとどめる

ような工夫をとらせてもらっております。

　それから、短期証につきましては、４

か月の有効期限ということで、この世帯

につきましても、なかなかこちらから連

絡もとりにくく、お会いする機会の確保

ということで短期証の交付を行っており

ます。その中で、近況等をお伺いする中

で、状況等が好転する場合は分割いただ

いている額の増額をお願いしたり、また、

逆のケースの場合などでは、減免制度の

活用などを積極的に行うなどということ

で、それなりの成果が出ているのではな

いかと考えております。

　そして、保険証の交付と保険料の納付

との関係ということでございますが、保

険証につきましては、現在、全世帯に交

付はさせてもらっております。ただ、保

険料の未納部分等につきましては、窓口

で異動の手続の際とか、あと、短期証に

つきましては、４か月に一度、近況をお

伺いするということで、適切な納付相談

が行える機会の確保ということで行って

おりますので、ご理解いただきたいと思

います。

　それと、４点目ですが、前期高齢者の

医療費の単価はどの程度かということの

ご質問ですが、１７年度の一人当たりの

費用額、実際、医療費で使った額につい

て、比較させていただきますと、７０歳

未満の一般若人では、一人当たりの費用

額が約１７万５，０００円、７０歳以上

の前期高齢者につきましては、一人当た

りの費用額が約４７万９，０００円ほど

となっております。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　短期証、資格書、差し押さ

えについてありますけれども、今、最初

に、国民健康保険というものは、社会保

障という大きな体系の中で社会保険とし

ての機能のようなお話もいただきました。

そういったところから特別会計の独立性

ということも言われてきて、保険料を徴

収するということにつながっているかと

思いますが、やはり大きな体系が社会保

障というような観点での運営というのは、

やっぱり事業者として絶対に離してはな

らない一番基本の部分であるというふう

に思いますし、今もお話ありましたよう

に、社会保障のいう大きな体系のもとに

というようなお話をいただきましたので、

ぜひそういった観点からの運用をお願い
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しておきたいと思います。要望とします。

　それから、そういった観点からなんで

すけれども、短期証について、この間も、

新聞報道であったりとか、それから、テ

レビ報道などで、格差がどんどん広がる

という問題とあわせて、患者になれない

方々がふえている。それは、保険料が払

いたくても払えないような方々が資格書

であったり、短期証が送られてきて、短

期証の期限が切れたときに、本来なら、

市役所の窓口まで行って納付相談をすべ

きところが、現に行ったら、保険料を払っ

てほしいということを言われても払えな

いと。結局、窓口に行けずに、保険証も

ない状態のままで病気を悪化させていく

というようなことなども報道されていた

り、または、本当に残念ながら命を落と

される痛ましいそんな事件も、朝日新聞

だったでしょうか、何件か発生している

というような報道もありました。摂津市

の場合においては、今もお話ありました

ように、保険証の交付と納付というのは

別ということで、しっかりと分けていた

だいておりますから、短期証についても、

被保険者全員に交付されているというこ

とで、そういった心配は、マスコミで言

われるほどないのかなというふうに思う

わけですけれども、しかし、短期証が切

れてしばらくの間、１週間か２週間ほど

は窓口の方に置いたままという、いわゆ

る短い期間ですけれども、とめ置きとい

うような状況があるというふうに認識し

ているんですけれども、もし、交付と納

付相談、別ということであるならば、や

はり短期証の期限が切れる前に納付相談

を行っていただいて、それから、短期証

が切れる前に送付すべきではないかなと

思いますけれども、その点についてのお

考えをお示しいただきたいと思います。

　それから、差し押さえについてですけ

れども、１６年に２件と、前、担当の方

からもお聞かせいただいたんですけれど

も、２件、それから、１７年度が、先ほ

どの山崎委員の質問でお答えいただいた

ように１件あったと思いますが、差し押

さえとなりますと、やはり相当な資格書

以上の積極的な行政の対応ということに

なりますが、この差し押さえを行う上で

の摂津市としての取り決めというんでしょ

うか、要綱というんでしょうか、ルール

というんでしょうか、そういったものが

確立されているのかどうか、その点をちょっ

とお聞かせいただきたいと思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　まず、１点目の、

短期証が期限を切れて、一定期間とめ置

かれているのではないかというご質問で

すが、短期証の更新につきまして、とめ

置きという措置は基本的にはいたしてお

りません。ただ、窓口での短期証の更新

の期限を、保険証の有効期限まで設けて

おりますということと、現に有効期限の

切れる間際ぐらいで、窓口や電話等でも

随時対応というのを職員の方で行ってお

ります。

　そのあたりの整理等もありまして、例

えば、月末で、一日で日がかわれば月が

かわると、その段階で未更新になってい

る世帯について、即、全数送れるかとい

うと、これは、更新に来ていただいてい

る件数等も相当数ございますので、実務

上、若干時間を要するというのが現状で

ございます。

　そして、２点目の、差し押さえについ

て、市としてその実施に係る要綱等の基

準があるのかというご質問ですが、この

部分につきましては、国税徴収法第２４

条で行っておるというところでございま

す。ただ、差し押さえにつきましては、

最終的な手段ということで、その前段で
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納付相談等をこちらも精力的に行わさせ

てもらっておりますので、そのあたりで、

分割とか誓約のお話をさせてもらってお

りますが、中にはやっぱり資力が相当あ

るにもかかわらず、一向に納付相談に応

じていただけない世帯等が出てきた場合

には、これはやむを得ず、その場合でも、

ご本人との接触を図りながら行ってきた

という経過がございますので、そのあた

りでご理解いただきたいと思います。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　短期証ですけれども、実務

上の問題で若干ずれる、短期証の期限が

切れた後の発行ということになっている

というようなご説明だったかと思うんで

すけれども、摂津市としても、例えば、

この間、減免制度の周知であったり、法

定減免が受けられるように所得申告をし

てくださいと、先ほどもありましたけれ

ども、保険証送付の中にもそういうよう

な送付もやられてますし、窓口にもきち

んと減免の申請書が置いてあったり、説

明がしてあるということで、市民にとっ

ても窓口の対応であったり、非常によく

なっているのかなというふうに思うわけ

です。

　資格証明書についても、私ども、やは

り資格証明書というのは発行すべきもの

ではないと思いますが、しかし、それで

も、例えば、小さいお子さんがいらっしゃ

るご家庭であったり、病気を持っていらっ

しゃるご家庭であったり、一定の条件の

もとで、特定の条件として資格書を発行

してないというようなこともされている

わけですので、短期証についても、やは

りわずか１週間、２週間でも、保険証が

手元にないことに対して、小さいお子さ

んをお持ちのご家庭、もしくは病気がち

の方がいらっしゃる世帯では、やっぱり

保険証がないというのは大変な不安だと

思いますし、実際そういうお声もよくお

聞きするわけで、業務上の問題というこ

とであれば、やはりそうした不安にきっ

ちり答えていくことが、これまで、そし

て今やっておられる、一律に保険料を強

引に徴収するんではないと、いろいろな

個別の方々の意見を聞いて、実情に応じ

た形で話し合いをしているんだという摂

津市の対応からしても、ぜひ短期証の発

行、期限切れ前にやることが必要だと思

うんです。

　その点は、私、ちょっと要望しておき

たいと思いますので、ちょっとその業務

上の工夫をしていただきたいと思います。

　それから、差し押さえについてですが、

いろいろな手を尽くして、最終的には国

税徴収法第２４条に基づいて、そこを根

拠ということにされているというふうな

お話です。一方で、同じ国税徴収法第４

８条ですね、それから、第１５３条、そ

れから、地方税法の第１５条の７、ここ

には、超過差し押さえ及び無益な差し押

さえの禁止というのが明記されておりま

すし、滞納処分を執行することによって、

その生活を著しく窮迫させるおそれのあ

るときは、差し押さえを行ってはいけな

いというような項目もあります。今、摂

津市がそういった形で強制的に差し押さ

えをしているというような認識は私して

おりませんが、今後、収納率向上であっ

たり、さまざまなペナルティー強化とい

うような中で、差し押さえをこういった

項目抜きに広げていくということがない

ように、改めてこの差し押さえについて

の根拠法について確認をしておいていた

だきたいと思いますので、これも要望と

しておきたいと思います。

　それから、最後なんですけれども、や

はり国保の安定的な財政運営をしていく

ためにはどうしたらいいんだと、本当に
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悩ましいことでありまして、先ほどから

の議論でありますが、収納率の問題、そ

れから、収納率を上げて普通調整交付金

を、ペナルティーをなくしたらとか、さ

まざまなことによって、医療費の通知を

することによって特別調整交付金が交付

されるとか、いろいろな努力もされてい

るわけですが、しかし、調整交付金も９

２％を超したとしても、先ほどお話あり

ましたように３，０００万円、３，００

０万円といっても大きなお金ですけれど

も、３，０００万円。特別調整交付金に

つきましても一定の費用、しかもそこに

は通知書を送付するというような事務的

な費用もかかってくるわけです。そこに

はやっぱり今の４億４，０００万円とい

う累積の赤字を解消していくという特効

薬というようなものにはならないでしょ

うし、それから、保険料の値上げについ

ても１８年度されましたけれども、しか

し、所得２００万円未満の世帯が７割も

いらっしゃる中で、保険料を引き上げて

も、それが保険料収入として、応益部分、

今回引き上げられましたけれども、応能

部分のかからないような世帯の方が非常

に多い中で、保険料の値上げをしたとし

ても、これは国保財政の引き上げにはなっ

ていかないというふうに、私、すぐには

結びついていかないと思うわけで、やは

り一番大事なことは、地道に国保の理解

を求めながら収納率を上げていく努力を

していくことだと思うわけです。

　そんな中で、窓口に行きにくいである

とか、それから、先ほどもちょっとご質

問がありましたけれども、徴収員の方が、

例えばお金を回収するだけが目的の方が

おうちに訪問しても、なかなかそれはご

理解得にくい部分もあるのではないか。

また、滞納されている方々の中には、や

はりさきの一般会計での質疑の中やご答

弁の中でもありましたけれども、生活保

護を受けておられる方、相談に来られる

方と同様、さまざまな人生を送ってこら

れる中で、今、困難な生活状況に陥って

いる方がたくさんいらっしゃって、そう

いう方々と話し合いをしながら、納付の

相談をしなければいけないということで、

国保の窓口や徴収員の方々も非常に大変

なお仕事だと思います。そういう意味で

は、徴収員の方や窓口の方々の、社会保

障であったり国保であったり、国保に限

らず、さまざまな摂津市の福祉行政に精

通した中で、いろいろなところの相談を

受けるということが非常に大事で、そう

いったところから徴収率を上げていく努

力というのが必要なのではないかなと思

いますけれども、その点、窓口の方や徴

収員の方々に対する研修、それから、摂

津市が持っている社会保障、福祉のさま

ざまな制度であったり、それから、国の

制度、大阪府の制度などなどの研修等が

求められてくるのではないかと思います

が、そういった研修のようなものが行わ

れているのかどうか、ちょっとそれをお

聞かせいただきたい。

　そして、もう一つは、やはりすぐには

財政が困難な中で、しかし、累積赤字も

あるという中で、やっぱり安定的な財政

運営を行っていく上では、私は、やっぱ

り一般会計からの繰入というのは、これ

は選択肢の大きなものだと思っています。

基準外の繰入は、平成１５年度から比べ

ますと、約５，０００万円ぐらい減った

けれども、基盤安定化基金ですか、法定

の方で５，５００万円ほどふえていて、

差し引き、プラスマイナスゼロですから

減ってませんというふうにおっしゃいま

したけれども、これはやはり国か府から

来るものでありますから、摂津市として

は、やっぱり摂津市として独自の財布か
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らは減らしてしまってるわけです。累積

赤字も減る、そして、一般の国保の加入

者の方々の生活も大変になっている。し

かも、前期高齢者の方がふえていくとい

うことで、給付額もどんどんふえていく

ということで、国保の財政にとってみる

と、プラス面というのが非常に少ない中

でやっていこうというときに、一般会計

からの繰入、基準外と言われてますけれ

ども、繰入を行っていくということは大

事なことだと思いますが、その点はどう

ですか。もう一回ちょっと聞かせてくだ

さい。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　まず、１点目の、

国保の職員及び徴収員への研修への体制

についてですが、まず、徴収員につきま

しては、保険料の決定通知を出す際に、

ですから４月、８月には必ず研修という

もので、国保の制度そのものについて研

修しております。職員につきましては、

毎朝始業前に、全員でのミーティングと

いう中で、窓口であった具体的な事例等

を、対応した一担当職員だけの事例とい

うことではなくて、全員で情報を共有す

るというようなことでは、毎朝そういう

時間をとって研修をやっております。

　また、それプラス、これは年に数回で

すが、時間外で制度改正等、今ありまし

たように、窓口での事情とかその辺につ

いても、時間を確保して研修という体制

では努めております。

　それと、２点目の、一般会計の繰入金

についてのお話ですが、先ほど来、何度

も出ておりますが、基本的には特別会計

ですので、本来、その中での運営という

のが国の方では望まれていると。安易に

一般会計からの、保険料を引き下げるた

めの繰り入れ等は行わないようにという

ふうな趣旨の文書も参っております。た

だ、窓口での日々の状況を見させてもら

う中で、これをいきなりなくしていくと

いうのもちょっと、窓口の状況を見る限

りはしんどいかなと思われます。

　ただ、繰入金、法定外の部分につきま

しては、本市、これも大阪府下３３市中、

一人当たりの額としては、約１万４７４

円ということで、府下３３市の中では上

から３番目というような状況になってお

りまして、この額については、決してそ

う少ないわけではないかなと思われます。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　徴収員の方、窓口の方々の、

やはりいろいろな方が、いろいろな経験

をお持ちの方々が相談に来られたり、も

しくは、相談に来れなくて、徴収員の方

が訪問して話をするというような機会が

出てくると思います。そうした中で、例

えば、国保の範囲の中ではないけれども、

こういった制度があるとかいうものを、

市役所内のほかの部署につなげられるよ

うな、言うたら、もう本当に生活保護の

係も含めて、命にかかわるような部署と

いうことで、福祉のスペシャリストだと

いう気概を持ってお仕事をしていただき

たいというふうに私思うんです。

　そういう意味では、今の経験交流であっ

たりとか、それから、制度の研修であっ

たりとかいうようなことは非常に有意義

なことだと思いますが、摂津市全体の福

祉制度について、または大阪府や国の制

度などについても勉強していただいて、

やっていっていただきたいなと思います

ので、要望しておきたいと思います。

　それから、一般会計繰り入れにつきま

しては、一人当たりの基準外繰り入れの

額というのは１万数百円ということで、

府下的にも決して低くない数字だという

ふうにおっしゃいました。しかし、現に、

平成１５年の段階から、約５，０００万
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円ほど、摂津市、前は出していたわけで

すから、それを削ったままになっている

わけですわ。この間、じゃあ国保は楽に

なっているのかと。実は決してそうじゃ

ないと思います。医療制度が、これも摂

津が悪いわけじゃなくて、国の制度がか

わったことによって、前期高齢者の方々

が国保に７４歳までは国保の方でお金の

出し入れをしていかなければいけなくな

るなどなど、状況は、努力の一方で、制

度そのもので国保独自の、保険者独自の

努力にもかかわらず、制度自体は苦しく

なってきているわけです。それを、じゃ

あ被保険者の方にぶつけるかと言っても、

ぶつけたとしても、保険料の引き上げが

じゃあどのぐらい収納アップになってい

くのかというと、それも甚だ私疑問に思っ

てるわけで、これ１８年にまた検証しな

いといけませんけれども、先ほど申し上

げたような理由であります。ですから、

その中では、前に出しとった５，０００

万円、これはもうもとに戻すというよう

なことは、決して安易な繰り入れではな

いというふうに思うわけです。

　摂津市の財政状況等も、現段階、経常

収支比率１１０％であったり、実質公債

費比率が２６．４％ですか、大変な状況

でありますけれども、しかし、一方で、

高齢者の方々からの税金というのは、こ

の６月ですけれども、たくさん増税によっ

て取っているわけです。国保料も上がり

ましたし、それから、介護保険料も上がっ

ています。これは介護保険のやるべきこ

とでしょうけれども、一般施策でやって

いたような老人保健施策などなどについ

ても介護保険の方に入っていって、市や

国の一般財源減っているわけですね。そ

の分、高齢者の方々に負担がいっている、

一般の市民の方々に負担がいっているわ

けです。市としたら、住民税の増税で、

この６月の住民税の収入としたら、定率

減税も含めると２億５，０００万円の増

収があるわけです。企業誘致条例によっ

て、毎年、１２億円、３億円の報奨金が

ありますから、約９億円が入ってきてい

るわけです。来年度には経常収支比率１

００を切るというような状況になってい

ると。もちろん、それで一気にもう財政

状況よくなったって、もろ手挙げて万歳

できるような状況ではないことは承知し

ておりますが、市民が置かれている、国

保に入っておられる方々や摂津市の国保

の財政運営の状況から見たら、そういっ

た新たに生まれてきた財政増収部分も入

れていくと。それは決して安易な繰り入

れではなくて、国保の安定的な財政運営

をしていく上でも、それから、市民の生

活や命や健康を守っていく上でも、これ

はもう非常に重要なことだと思うわけで

す。

　そういう点では、財政状況も見ながら、

しかし、悪い中でもいい状況が生まれて

きているわけですから、国保の担当部署

として、そういった面も見て、一般会計

の繰り入れについても、やはり要求して

いくことが大事だと。最初から要求せず

にあきらめておいてというのは、私、国

保の運営責任者としておかしな話だとい

うふうに思うんですけれども、その点だ

け、一回ちょっとご見解をお聞かせいた

だいておきたいと思います。

○上村委員長　野村課長。

○野村国保年金課長　一般会計の繰り入

れという以前に、特別会計の運営につい

て、基本的に特別会計の中でというのが

大原則かなというのが、まず大前提かな

と。その中で、保険料の軽減ということ

で法定外の繰り入れを行ってきておりま

す。先ほど、１５年度から見ると約５，

０００万円ほど、市の繰り出しが減って
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いるのではないかということでございま

すが、逆にふえた基盤安定繰入金の保険

者支援分につきましても、これは国と府

だけではなくて、当然、市からも義務的

な負担ということで、国保の特別会計の

方に繰り入れを行っている状況でござい

ます。

　その中で、先ほども申しましたが、現

在、法定外で繰り入れている額につきま

しては府下的な上位に位置しておりまし

て、このあたりについては、決してそう

少ない額ではないというところもありま

すし、先ほど、委員おっしゃられました、

たばこ税の関係につきましては、当初、

これは経常的な費用にということではな

くて、臨時的な費用に充てるというふう

な答弁もございましたので、この分につ

いてはちょっと難しいのではないかなと

思います。

○上村委員長　堀口部長。

○堀口保健福祉部長　今の繰入金の問題

でございますが、これは低所得者の負担

の軽減ということにつながる部分かと思

いますけれども、少子高齢化、そして、

社会状況が非常に変化しております。そ

の中で、生活保護世帯の増加あるいは母

子世帯の増加、あるいは障害者に対する

配慮、あるいは子育て支援というふうな

部分で、これからかなり厳しい財政状況

になってくるんではないかと我々はもう

想定しております。

　そのような中で、繰り出しと言います

と、非常に今の財政状況でも非常に苦し

い状況の中で、果たしてどこまでいける

のかなというように考えております。基

本的には、介護保険もそうですし、この

国保もそうですし、これは特別会計とい

うことで、その中の会計で完結するとい

うのが理想な形ではございます。ただ、

財政的にこのような状況の中で、これ以

上の繰り出しは難しいのではないかと考

えております。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　難しいということで、最初

から今部長もお話いただきましたけれど

も、少子高齢化、ほんと、摂津だけでは

なくて日本社会が抱えている重要な問題

で、言ったら、少子化というのは非常に

憂うべき問題で、高齢化というのは、逆

に喜ばなければいけない話なんですけれ

ども、それがこんなに憂えなければいけ

ないような状況になっていること自体が

非常に問題だと思うわけですけれども。

　たばこ税もしかり、それから、住民税

増収の部分というのは、これどちらも自

由に使えるお金のはずなんです。しかも、

いろいろなところで一般財源からそうい

う特別会計にどんどんどんどんシフトし

てきていますから、国や府とか市の負担

部分というのを減らす中で、その分が一

般市民に来てるわけです。その中で、税

金として高齢者の方々も相当額、この６

月も払ってる。来年度はまた定率減税が

廃止になりますから、さらにふえてきま

すし、医療費だってふえていくわけで、

相当の、それこそ受益者負担とよくおっ

しゃいますけれども、そういう負担をこ

の数年でされているわけです。そんな中

で生まれてきた新たな摂津市の自由にな

るような増収部分について、やっぱり市

民の命を守るような部署として、これは

最初からもうだめですということでは、

僕はおかしいと思うんです。そのお金、

じゃあどうやって使っていくのか、これ

からいろいろ、今でも庁内で議論されて

いると思いますし、新たな駅の建設やま

ちづくり構想というのもありますけれど

も、そういう大きな開発にいってしまう、

それで消えてなくなってしまうわけです

から、そういう意味では、やっぱり予算
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をどうするのか、今後予算要求をする中

で、国保財政としても相当の努力をして

いる中で、しかし、今こういった新たな

増収部分があるのであれば、せめてこれ

だけ分は国保の方に入れて、少しでも市

民に還元してあげたいというような発想

を持っていただくということは、やっぱ

り保健福祉の部署としてやっぱり、予算

がつくのかどうかというのはまた別問題

なのかもしれませんけれども、そういう

姿勢はあってしかるべきだと思いますが、

その辺のことだけ、ちょっと私申し上げ

て、終わりたいと思います。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　　（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

　　（午後１時３４分　休憩）

　　（午後１時３７分　再開）

○上村委員長　再開します。

　認定第８号の審査を行います。

　本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。

　質問のある方。山崎委員。

○山崎委員　介護保険が始まって６年、

この制度そのものがなかなか定着してな

いということで、いろいろな制度改正と

いうか動きがあるもので大変なんですけ

れども、国保、老健でも触れましたけれ

ども、医療制度見直しの中で、療養のベッ

ドとかリハビリがなくなって、自宅介護

を強要されてくるような件数がふえてい

くような流れということで、介護保険の

特別養護老人ホームとか施設の役割が大

きくなってくると思うので、特養の待機

の方の数字などお聞かせ願いたいと思い

ます。

　概要の方でちょっと聞きますと、２２

８ページの要介護認定事業の中で、開催

が８７回と頑張ってやっておられると思

うんですが、ことしはケアマネジメント

というか、予防給付の方でも忙しくなっ

ていると思いますが、昨年までの認定作

業とか支援計画などの業務の中で問題は

なかったかというのかどんな様子だった

のかお聞かせ願いたいと思います。

　その後、制度が変わるまでまた大変な

んですけれども、新規事業で、特定入所

者の介護サービス事業が、同じように市

負担分の事業として二つに分けて、２３

１ページにありますけれども、こういっ

た新しい事業と、あとの包括支援事業と

いう中での介護保険財政のあり方が変わっ

てくるのかなと思うんですけれども、経

年措置というか何かの話も聞かせていた

だければと思います。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　山崎委員のご質問

にお答えします。

　まず、一番最初に、特別養護老人ホー

ムの待機者の状況ということでございま

すが、これ、毎年、年２回、大阪府を通

じての調査もございます。最近の数字で

言いますと、１８年４月１日現在、１４

１名ということで、これまでの経過を見

てみますと、平成１２年、介護保険が始

まったときですが、摂津いやし園がちょ

うど開設されましたときに、摂津市の待

機者、一たんゼロということになりまし

た。その後、高齢者数の増加等により、

待機者数も増加して、平成１５年１０月

の１５９名というのがピークでございま

した。その後、とりかい白鷺園の増床で

あるとか、摂津特養ひかりの開設という

ことで、摂津市内の施設の定員が１３４

名から１４０名ふえて２７４名というこ

とで倍増いたしました。これで、ある程

度摂津市内の市民の方の待機は吸収でき

るものと思っておりましたが、また最近、

増加しているのが現状でございます。
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　この中身を見てみますと、ほかの施設、

老健であるとか、それから、療養型の施

設に入所中の方、それから、他の特養に

入りながら、摂津市内の特養を待ってお

られるというような方もいらっしゃいま

す。そのほかにも、病院とか有料老人ホー

ム、グループホーム等々の施設に入所し

ながら待っておられるという方もいらっ

しゃいます。また、そういう中で、在宅

で特養を待っておられる方というのは、

この４月１日現在で６６名ということに

調査ではなっております。

　また、介護度別に見ますと、要介護４、

５という重度な方については４２名とい

うことでございます。

　待機がこういう数の中で、施設整備と

いうこともあるんですけれども、施設利

用は摂津の市民の方に限られませんので、

現状で市内の定員が２７４名というのは、

現状は市民の利用が、他市の施設を利用

されている方もありまして、市民の利用

が２２０名、市内の定員が２７４名とい

うようなことで、特養については推移し

ていることなどから、待機者はあるもの

の、市内での新たな整備というのは、現

在のこの第３期の計画期間中では考えて

いないところでございます。

　それから、次に、要介護認定について

の課題ということでのご質問でございま

すが、認定についても、制度始まって微

調整しながら改善はされてきているのか

なと思いますけれども、今回、この１８

年の４月の制度改正で、従来の要介護１

というところが、認知症がある場合や、

急性期で身体の状況が不安定な場合を除

いて、要支援２という名称に変更されて、

状態の軽減悪化防止を目標とした新たな

予防給付が行われるようになりました。

これは、軽度の方については、今までで

きないことを補っていくということより

も、残った能力、残存能力を伸ばしてい

くというような視点で、生活機能の維持

向上のためのサービス提供を中心に行お

うというものでございます。その中で、

順次認定の有効期間が終了する方から、

新たな認定ということで、要介護１の方

が、随時要介護１のままになったり、要

支援２ということになったりということ

で、当初は、要支援になったという方か

ら、これはどういうことですかというよ

うなご質問とか苦情等も若干ございまし

たけれども、その辺はケアマネジャーな

り地域包括支援センターの職員なりが、

制度改正についてご説明をしていく中で、

一定ご理解を得る中で落ちついてきたの

かなというふうに思っております。

　認定についてはそのようなところです。

　それから、特定入所者の介護サービス

費ということでございますが、これは、

昨年１０月の制度の一部改正で、施設の

居住費、食費については保険給付の対象

外ということになりました。これに伴っ

て、厚生労働省の方で、平均的な居住費

と食費の費用額というのを基準費用額と

して定めたものなんですけれども、それ

について、低所得の方については、一定

負担限度額を設けて、基準費用額との差

額を補足的に給付するような仕組みとい

うことで、この補足給付を特定入所者介

護サービス費というふうに呼んでおりま

す。

　例えば、ユニット型個室の場合、居住

費の基準費用額は、１日１，９７０円で

すが、非課税の方の第１段階及び第２段

階の方は、約半額以下の８２０円が限度

額、第３段階の方は１，６４０円が負担

の限度額ということで、その差額のそれ

ぞれ１，１５０円なり３３０円が特定入

所者介護サービス費として給付されるよ

うになりました。
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　食費につきましても、基準費用額は１

日１，３８０円ということで定められま

したが、第１段階の方は１日３００円、

第２段階の方は３９０円、第３段階の方

は６５０円ということで、それぞれ差額

が特定入所者介護サービス費として補足

給付されるようになっております。その

分、いわゆる施設の介護報酬の方は減額

されておるというような形になっており

ます。

　具体的な保険財政への影響ということ

になりますが、例えば、特定の介護サー

ビス費につきましては、昨年度、大体１

か月８００万円台の給付ということになっ

ておりまして、もともとの施設の介護給

付の方が、昨年度の前半が月に１，８０

０万円ほどでしたのが、上半期が１億８

００万円ほどで、下半期が９，９００万

円ほどということで、施設の報酬につい

ては減っておりますが、その分補足給付

ということで、月々８００万円程度の負

担が新たに生じておるということでござ

います。

　給付全体を見ますと、昨年１７年度１

年間で、給付費が２７億円ほどあったわ

けですが、若干この施設の分で減額になっ

ておるのかなということでございますが、

今後の見込みとしましては、施設の利用

者も若干昨年度の平均と比べまして、今

年度の前半を見ますと１０名程度ふえて

おりますし、それから、居宅の利用者の

方も、昨年の平均と今年度の当初を見ま

すと、利用者も３０名ほどふえていると

いうことで、利用者数はふえております

ので、給付の方も、当初の計画ほどでは

ないかもしれませんが、増加の傾向にあ

るということは変わりがないというとこ

ろでございます。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　ありがとうございます。

　特養の方は、一生懸命施設をふやして

も、それこそ待機というか、入りたいと

いうお年寄りがふえているということが、

この状況の中でもよくわかるかと思うん

ですが、先ほどの、ホテルコストが１０

月から入ってきて、ことしも、制度改悪

というか、国の方の改悪でということで

片づけてしまうと簡単なんですけれども、

自己負担がかさんできた分が、言うたら、

全体給付の減額の分は自己負担に回った

ということが言えるかと思うんですけれ

ども、国は、ことしから地域支援の方で

もわかると思うんですが、国がもう公的

なお金を出さない制度として、介護の仕

組みを確立してきたように思えてならな

いんですけれども、自治体が肩がわりを

されていくという状態に対しては、しっ

かりと物を言うていかないかんと思って

るんですが、この辺の自己負担額という

意味では、大変なご負担を、この介護に

かかる中で、今まではお金かからなかっ

たというか、遠慮なく使えた部分が、やっ

ぱり使えば使うほどお金が要るよという

意味では、抑制というか、使いにくい制

度になってきているのかなという気はす

るんですが、なかなかお年寄りもふえて、

使用頻度というのは余り減ってないとい

うことですから、その辺の関係もちょっ

と難しいかと思うんですけれども、社会

保障のこの立場から、市民に負担をかけ

ずに公的責任を市が貫いていくという観

点から新しい事業になってきますけれど

も、地域支援事業というのをしっかりと

展開してほしいと思います。ということ

で、要望で結構です。

　もう１点、それで、先ほどの要介護認

定調査ですけれども、私、問題なかった

かと言うてたのは、主治医の意見書とい

うか、そういった事務的な部分でいろい

ろな手続というのが必要になってくると
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思うんですけれども、そういうところに

滞りはなかったですか。ことしの要支援

などの部分でも、意見書などたくさん必

要だと思ってるんですが、その辺はいか

がですか。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　主治医意見書につ

いては、要介護認定の申請があった時点

で、市の方から意見書の依頼をすぐ通知

しておるんですけれども、市内の医療機

関については、医師会の協力等も得まし

て、すぐに戻ってきておるような状態で

すが、中には大病院ですね、市外にある

ような大きな病院については、若干返事

が遅くて、認定の方におくれが若干出て

いるという例は数件把握しております。

○上村委員長　山崎委員。

○山崎委員　こういう点でも、介護を必

要とされているお年寄り、認定がおくれ

て不自由をかけるというようなことがな

いように、できるだけ迅速な、大変だと

思いますけれども、遂行を要望しておき

ます。

○上村委員長　ほかにありませんか。

　村上委員。

○村上委員　社会状況の中で言われてい

るような少子高齢化に伴って、この介護

に係るお金というのは、かなり今後膨ら

んでいくんではないかなと、そういうふ

うに思っているところなんですけれども、

まずは、この介護保険制度ですね、先ほ

ど言いましたが、平成１２年から始まっ

てきて、実は、テレビの報道等でも言わ

れてたんですけれども、この介護給付と

いうのは、この６年、７年たったところ

で約２倍になっているというようなお話

もございました。これは、もうその中で

話あったのは、もともとこの介護という

のは、居宅をやるという方向で進めてい

たところが、かなり施設が建ってきて、

そういうところもあって、この介護に係

るお金がふえてきたというようなことも

言われてました。

　この中で、決算書の１５６ページの方

なんですけれども、款２の保険給付費、

項１、介護サービス等諸費というところ

で、居宅介護から施設介護いう、給付費

が支出されてるんですけれども、この居

宅の方は、ことしは約１２億１，９００

万円と、施設介護の方が約１２億８００

万円ほどいう形で計上されていて、それ

ぞれ昨年度は約６，０００万円、約１億

という形でふえているということなんで

すけれども、それについて、今後の給付

費の動向というんですか、そういうのを、

どういうお考えであるのかということを

お聞きしたいというふうに思います。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　居宅介護と施設介

護について、今後どのような給付になっ

ていくのかということでございますが、

委員ご指摘のように、１６年度と１７年

度の保険給付費を比較しますと、居宅介

護サービス給付費では１２億１，９５３

万円ということで、６，３２３万円、昨

年度に比べて５．５％増ということであ

りますが、実際には、居宅サービスにつ

いては、これ以外にもケアプランの作成

費用とか住宅改修、福祉用具購入とか、

あるいは要支援の方の居宅支援サービス

ということでございますので、それらを

合わせますと１４億２，７００万円ほど

ということで、７，０００万円から８，

０００万円の伸びを示しております。

　また、一方、施設介護サービスの給付

費につきましては１２億８００万円程度

ということで、９．３％の伸びというこ

とで、あと、高額介護サービス費などを

加えた、保険給付全体で見ますと、１６

年度の２４億７，２００万円から、１７
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年度は２７億７００万円ということで、

約９．５％の伸びということになってお

ります。

　費用の割合で見ますと、これ大体、制

度当初からそういう傾向だったと思うん

ですけれども、費用では居宅が５割強、

それから、施設が５割弱ぐらいの金額構

成ということなんですが、一方利用者の

方の推移を見ますと、居宅サービスの利

用者が、昨年度、年度末で比べますと１，

２１０人から１，２８５人ということで、

６％ほどふえております。施設サービス

利用者についても３４５人から３６８人

ということで、やはり６％ぐらいふえて

いるということで、人数割合で言います

と、居宅サービスの利用者が約７８％、

施設の利用者が２２％ということで、こ

れは、調べてみますと、１５年度に居宅

の利用者が８２％ということで、最大だっ

たんですが、その後、また居宅の利用者

が減ってきているという傾向がありまし

て、恐らく、これは１６年度に新たな施

設が整備されたことが大きな影響なのか

なと思うんですが、要は、ここから言え

ることとしましては、人数では２割程度

しか占めない施設の利用者が、費用で言

いますと、約半分を使っているというこ

とで、これ、大体当初からこれもそうだっ

たと思うんですが、居宅サービスの場合

は、１か月に約１０万円程度の費用がか

かると。施設入所の場合は約３０万円ほ

どということで、施設入所される方がふ

えると、居宅の方の３倍ほど費用がかか

るというふうになっております。

　給付費の動向ということなんですが、

私も当初かかわっておりましたが、１２

年度には年間で１３億円という保険給付

だったんですが、この１７年度は２７億

円というようなことで、倍増ということ

になっておりまして、ちょっと先ほども

ありましたように、若干この１７年度中

に施設の方の居住費、食費が低所得者の

方を除いて保険対象外ということで、下

がる要因がありましたので、今後におい

ては、１８年度は第３期計画においては、

当初２８億６，０００万円ほどを見込ん

でおりましたけれども、この１８年度の

ここまでの傾向を見ますと、若干給付の

見込みは下回って、１８年度は２８億円

前後でおさまるのではないかなというこ

とで、施設の方は若干下回る傾向、居宅

の方はもう少し増加する傾向ということ

で、トータルで１８年度は微増かなとい

うふうに現時点では考えております。

　いずれにしましても、第３期計画の目

標値の達成に向けて、今回の制度改正の

大きな柱ということで、先ほど、地域支

援事業というお言葉もありましたけれど

も、介護予防の成果を上げながら、高齢

者の自立支援とあわせて、保険財政の安

定的な運営に努めてまいりたいと考えて

おります。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　居宅介護の方では約１０万

円という形で、施設介護では約３０万円

という形で、施設の方が、やっぱりかな

り高額になってきているというようなこ

ともご答弁ございましたんですけれども、

介護については、先ほど言いました、高

齢化に伴ってふえていくという方向にあ

るのかなという思いがあるんですけれど

も、ただ、摂津市、高齢化率というのが、

全国平均に比べてかなり低いと。全国平

均、府下平均２０％ですか、高齢化率と

いうのが。それが摂津市では１５
．７

％か何かですか、いうことで、まだ総体

的には若いという形で、摂津市の状況は

あるんではないかなと思うんですけれど

も、先ほど言いました、今後まだふえて

いくというようなことで、やっぱり介護
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にならない体をつくるというのが最大の

目標と言いますか、これが給付費の伸び

を落とすというような形になるんではな

いかなというところで。

　今、地域包括支援センターの方で、市

役所に拠点を置かれて、安威川以北と以

南ということで、エリアを二つに分けて

されているということをお聞きしたんで

すけれども、どういう人数でされている

のか、また、ゾーンを分けてどういうケ

アプランをこの１７年度考えておられた

のかいうのが、もしご答弁できればお願

いしたいなというふうに思います。

○上村委員長　川口参事。

○川口介護保険課参事　まず、地域包括

支援センター、１８年の４月開設という

ことで対応をしております。職員体制に

ついてですけれども、保健師が常勤、非

常勤、臨時職員、ちょっと身分はいろい

ろですけれども、人数で申しますと４名、

社会福祉士が２名、主任ケアマネジャー

が２名、あと、事務の職員の方が１名と

いうことで、総勢９名体制で４月よりか

かわっております。

　まず、今のお話の中、あるいは先ほど

のご質問の中でも、要支援の方に対する

ケアプランということですけれども、今

現在、９月末現在で２７５件のケアプラ

ンを担当しております。視点としまして

は、介護のプランとは違いまして、介護

の方は、やはりできない部分を補う、も

ちろん、介護の部分でも介護予防という

視点は大事な視点ではあるんですけれど

も、それ以上に、ご本人さんのお持ちの

能力を引き続き引き出していこうという

ような、従来でしたら、介護認定の方の

ところにヘルパーさんがお伺いをすると、

どうしてもお買い物を頼んで、自転車で

行くのが大変なのでということで、じゃ

あヘルパーさんにお買い物を週２回とい

うと、その方が今までされていた買い物

という、外出という唯一の機会を結果的

には奪ってしまうというふうな現状があ

るということで、全国的にそのようなこ

とが問題視されて、今回、予防プランと

いうことで、そういった点を踏まえまし

て、買い物では、重いものだけヘルパー

さんにお願いをして、週１回とか回数を

ある程度ご本人さんにも出かける機会を

ということで、そういう形でプランを立

てさせていただいたり、あるいは介護保

険のサービスの中だけでは、どうしても

ヘルパーさんを使うとかデイサービスに

行くとか、そういう限られたサービスに

なりますので、そういうサービスは使わ

ずに、今ある社会資源といいますか、高

齢者障害者福祉課ですとか健康推進課で

すとか、社会福祉協議会ですとか、その

ような地域の資源をご利用いただいて、

何も介護保険の認定を受けたので介護保

険のサービスでということではなくて、

地域の社会資源をご利用していただきな

がらというふうなプランなどの作成も気

をつけて立てているところです。

　ですから、先ほど、地域支援事業とい

うのは、事業としてまた一つ別の枠でも

組み立てがあるわけですけれども、包括

支援センターの方の担当している視点で

言いますと、現在ある資源を活用して、

ご本人さんに紹介させていただくですと

か、また、そのようなご本人さんの希望

から社会資源をつくり出していくという

ような、そういう視点で、今、みんな活

動をしているところです。

　訪問以外には、総合相談ということで、

各種いろいろな認定を受けていらっしゃ

る方、受けてらっしゃらない方、いろい

ろなご相談を窓口で受けさせていただき

ましたり、あと、少し予防のプランとは

離れますが、権利擁護ということで言い
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ましたら、高齢者の虐待という視点で、

各種関係機関と連携をとりながら活動を

進めているところでございます。

○上村委員長　村上委員。

○村上委員　どうもありがとうございま

す。

　やっぱり先ほども言いました、介護の

給付の伸びを抑えるというのは、特に要

支援１とか２という方々が介護にならな

いというような形で目標を持って取り組

んでいただきたいなと思います。

　この第３期のせっつ高齢者かがやきプ

ラン、こういった中にも、要支援と要介

護認定者数の目標ということが書いてあっ

て、その中で、１７年度の実績は２，０

２３人でありました。約１０年後の平成

２６年につきましては、推計時が３，２

９４人のところを、この介護予防事業の

実施によって３，０７４人に落とします

というようなことも書いてありましたの

で、そういったことで、介護の給付もそ

うなんですけれども、このケアプランと

いう形でもちょっと考えていっていただ

きたいなと、そういうふうに思います。

　それと、先日も市長の方が申しておら

れたんですけれども、平均寿命と健康寿

命の差というんですか、これが７年とい

うのが、この数年間余り変わっていない

というところもあって、要は、健康寿命

をどう伸ばしていくかというようなお話

もございましたので、先ほどのプラン、

またしっかり立てていただいて、また、

この介護の費用の抑制というか、健全な

運営に取り組んでいっていただきたいな

と、そういうふうに思いますので、よろ

しくお願いいたします。

○上村委員長　村上委員の質問は終わり

ました。

　次、渡辺委員。

○渡辺委員　まず、不納欠損の内訳とそ

の理由ですね、歳入の方ですね。それか

ら、次に、これも歳入ですけれども、収

入未済額について、特別徴収と普通徴収

の割合ですね、それで、特に北摂の各市

との割合比較をお聞きしたいと思います。

　それから、普通徴収保険料の収納状況、

これも各市との割合比較、これ北摂で結

構ですのでお願いします。

　それから、督促と催告の実施状況と未

納者への対応、そのこともお聞かせ願い

たいと思います。

　次に、歳出ですけれども、一応、認定

調査委託の内容について、委託先、調査

件数、それから、費用対効果の検証、そ

の点についてお聞きしたいと思います。

　それから、次に、介護給付適正化事業

の内容について、給付適正化の取り組み

とその効果、それと、事業所に対する指

導、サービスの利用者の苦情や事故処理

についてお聞きしたいと思います。

　それから、第２期計画、平成１５年か

ら１７年の間の総括についてお聞きした

いと思います。被保険者数と保険料、そ

れから、要介護認定者数と介護給付費、

それから、国庫補助金に占める調整交付

金の割合、それから、介護給付費準備基

金の推移についてお聞きしたいと思いま

す。

　次に、これは第３期の、平成１８年、

今後の見通し、２０年までの見通しにつ

いて、現時点での保険料収納状況と、そ

れから、サービス利用状況、それと、制

度改正の周知、そのことについてお聞き

したいと思います。

　それから、先ほど、村上委員の方から

もあったように、介護予防というのが、

今後非常にクローズアップされるという

ふうに思います。川口参事の方からご答

弁いただきましたように、だんだんこの

介護がエスカレートしていったら、本当
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にうちの母親を見とってもわかるんです

けれども、だんだんと自分自身が横着に

なっていってしまって、それに依存して

しまうようなことが現実にあるというふ

うに思うわけです。健常者の段階から、

先ほども健康年齢ですか、市長が言うて

はる、それと一緒に健常者の段階からしっ

かりと介護予防をしていく必要があると

思いますし、今、非常に医学的な面でも、

老人の方々の体力というのが、非常に今

研究の材料になっとるんですね。この前

でも、テレビのニュース見とったら、６

０歳以上のボディビルダーの大会があっ

て、優勝者は７０歳のご老人が優勝した

わけですけれども、そのときに、首から

上はなかなか見せないんです、首から下

でずっとテレビをクローズアップしとっ

たら、普通のボディビルの大会違うかと

いうような感じがしたんです。最終的に、

そのお顔を見せたら、それなりのお年だっ

たんですけれども、もう本当にびっくり

するような体格なんです。９０歳の方で

も、筋力アップしたら、１５％の筋肉が

つくということでございますので、その

ような意識改革、それは特殊な例かもし

れませんけれども、意識改革が非常に必

要だと思いますし、今後の介護予防に関

して、ちょっとお話をお聞きしたいと思

いますので、よろしくお願いします。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、歳入の不納

欠損の件でございますが、１７年度、５

３３万３，２６８円ということでござい

ます。これにつきましては、介護保険料

については、２年で時効ということで、

欠損処理を行ってきておるわけなんです

けれども、どのような状況かということ

でございます。それとあわせて、特別徴

収と普通徴収の割合とか他市の状況とか

いうことでお問いでしたが、ちょっと歳

入の方、まとめてお答えいたします。

　まず、特別徴収と普通徴収の割合とい

うことで、１７年度、年金からの天引き

の特別徴収の方の割合というのが７５．

４％、人数では９，８６４人でございま

した。自主納付していただく普通徴収の

方の割合が２４．６％、３，２２０人と

なっております。普通徴収の方のうち、

口座振替を利用していただいている方は

約４０％、１，２６７名の方ということ

でございます。収納率は、特別徴収は天

引きですので１００％ということになる

んですけれども、普通徴収については、

１７年度は９０．７％で、全体では９７．

７％ということで、これは１６年度とほ

とんど変化がないという状況でございま

した。

　他市との比較ということで、これはちょっ

と北摂の資料しか持ち合わせておりませ

んけれども、本市を除く６市を平均しま

すと、特別徴収と普通徴収の割合が、他

市は約８割対２割ということで、本市は、

他市と比べて普通徴収の割合が４％ほど

多いということで、徴収のことを考えま

すと不利といいますか、徴収しにくい状

況がございます。他市の普通徴収の収納

率は、平均は９１．１％、全体の収納率

は９８．１％ということで、本市は北摂

の平均よりも普通徴収で約０．５％、全

体でも０．４％ほど低いということで、

北摂では２番目に収納率が低い状況には

ございます。

　これは、先ほども申し上げましたよう

に、特別徴収の率が低いと、普通徴収の

率が高いということが、全体の収納率を

押し下げる要因となっておるのかなとい

うふうに思います。

　しかしながら、滞納繰越分の収納率に

ついては２１．３％ということで、これ

は他市の平均、約１４％と比較しまして、
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８％ほど高いということで、滞納繰越分

の収納率は北摂で一番高いという状況で

ございます。これはまた説明させていた

だきますけれども、本市の場合は、書類

による通知だけではなくて、訪問による

徴収や電話による啓発など、まめに積極

的に行っている成果ではないかなという

ふうに考えております。

　未納者への対応ということで、納期限

の翌々月に督促状を発送しまして、それ

でも納付いただけない場合は催告書を発

送させていただいておりますが、督・催

告の対象件数は、毎月６００件程度で、

年々増加の傾向にあるというのは事実で

ございます。ただ、特に６５歳になられ

てすぐの方については、毎月大体１００

名ほどいらっしゃるんですけれども、こ

れらの方については、基本的には翌年の

１０月まで年金から天引きが始まりませ

んので、事務的にそうなっておりますの

で、勘違いされてと言いますか、自分は

年金から天引きになるはずやと思ってお

られる方が、納付書が行くんだけれども、

それはほったらかしになっているという

ようなことも多いように認識しておりま

す。督促状が翌月に届いて、初めて、あ、

これは納付書で払わなあかんかったとい

うことで気づかれて、追っかけて納付さ

れるというような例も多いというふうに

思っております。

　それから、未納者の方については、随

時、電話による督促、催告を行っており

ますほか、期間を決めまして、集中的に

我々職員がご自宅の方を訪問して、でき

るだけ接触して、ご理解いただいて、納

付をお願いしているということとあわせ

て、給付制限のご説明とかをさせていた

だいて、納付についての相談に応じてい

るということで、１７年度につきまして

は、計４回、それぞれ１週間ほど集中期

間として、約５８０件を訪問して、実際

に納付いただいたのは４１件、金額にし

て約５０万円程度ということでございま

した。

　しかしながら、最初の話になりますが、

時効が過ぎて不納欠損になるケースもふ

えておりまして、１７年度に不納欠損を

させていただいたのは、１４年度、１５

年度分の２０２名分、月数にしまして１，

７４８月分ということでございます。１

６年度の不納欠損額と比べますと、約１

４０万円増加ということで、これも年々

ふえる傾向に残念ながらございます。

　制度開始からの累計では、名寄せをし

たところ、２６４名の方が不納欠損となっ

ておりまして、その内訳としましては、

所在が不明という方が１９人いらっしゃ

います。それから、ご本人がお亡くなり

になってしまいまして、相続人の方とも

連絡がつかなかったり、ご理解が得られ

ないという方が２７名、それから、介護

保険制度、どうしても制度に不満があっ

て、理解いただけないというような方、

説得に当たってるんですが、どうしても

払わないという方も２８名いらっしゃい

ます。その他、１９０名の方が、生活が

非常に苦しくて、納付が困難であるとい

うふうに、我々の方では把握して、結果

的に時効を迎えられてしまったというこ

とで把握しております。

　大変、高齢者にとって厳しい状況には

あることは認識しておるわけなんですけ

れども、保険料は保険給付の大切な財源

であるということで、期限内に納付して

いただくようにということでご理解を得

るということで努力しております。

　歳入については以上でございます。

　それから、次に、歳出についてのご質

問の中で、認定の調査の委託というお話

でございましたが、要介護認定の訪問調

－�38�－



査につきましては、本市におきましては、

制度開始当初から公平・公正な調査がで

きるようにということで、公的な機関で

ある財団法人、摂津市保健センターに全

面的に委託して実施しております。保健

センターには調査を行うことができる、

ケアマネジャーの資格を持つ職員が、現

状では１１名所属しております。他の業

務と兼務ではありますが、交代に調査に

出向いているという状況でございます。

　また、調査員を対象として、市独自の

研修も定期的に実施して、随時、調査員

と市の担当者が情報の交換をするなどし

て、調査の質の均一化と向上に努めてい

るところでございます。

　ただし、調査の対象者が遠方の病院に

入院されているとか、施設に入所されて

いるという場合につきましては、保健セ

ンターの職員が出向くというのは、これ

はちょっと非効率的ということもござい

ますので、そのように判断した場合は、

市の方からその施設、病院の近隣の居宅

介護支援事業所などに調査を委託して実

施している例もございます。

　１７年度の調査委託件数につきまして

は、保健センター分が２，１４５件、月

平均にしますと１７８件、これに要する

委託料は１，０５８万円でございました。

ちなみに、１６年度は２，６８４件、月

平均２２３件、委託料が１，２２２万２，

０００円ということで、件数も減という

ことですが、委託料についても１６４万

２，０００円の減額ということになって

おります。１件当たりの単価にしますと、

結果的に約四千五、六百円から４，９０

０円ということで、ちょっと単価的には

増加した計算になりますが、これは、毎

年、新規や更新の調査件数の見込みを立

てまして、委託料の算定を行って、保健

センターの法人の方と協議する中で契約

を行って、金額を決めておりますので、

年によって若干、単価にしますと結果的

に増減するということでございます。

　一方、遠方の分に委託した件数は、昨

年度は１９件ということで、遠方に委託

する場合は、これは相場と言いますか、

ある程度全国的に金額が、１件３，１５

０円というようなことがございますので、

その価格となっております。単価だけで

見ますと、そういう民間の方に委託した

方が非常に安いんじゃないかということ

にもなるんですけれども、これ、全国的

に民間への委託が、自分のところのサー

ビスを誘導するというようなために、介

護度を高く出したりとかいうようなこと

で、一時問題もございました。そういう

ことで、今回、法改正の中で、基本的に

は新規の場合は市町村が直営で行うか、

一定の基準を満たした法人に限って委託

というようなことになったというような

ことも考えますと、本市が当初から行っ

ている保健センターの公的なところへの

委託という方法が一定評価できるんじゃ

ないかなというふうに私どもは思ってお

ります。

　それから、介護給付適正化事業という

ことでございますが、３６万６，５６５

円の執行ということで、給付適正化のた

めの取り組みをどのように行っているか

ということとあわせて事業者への指導と

か、それから、利用者からの苦情、事故

処置というお話でございましたが、給付

の適正化の取り組みにつきましては、給

付費がどんどん増大する中で、保険料も

改定せざるを得ないということでござい

ますので、適正化というのは、保険財政

の安定化と信頼が得られる持続可能な制

度であり続けるために、非常に重要なも

のということで我々考えておりまして、

大阪府の助言のもとで、各市町村が、介
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護給付適正化計画というものを毎年策定

して、取り組みを強化しているところで

ございます。

　具体的な本市の取り組みとしまして、

予算の内容としましては、１７年度は、

サービスの利用者に対して、いわゆる給

付費通知、医療で言いますと医療費通知

になるんですが、４か月分のサービスの

種類ごとの合計費用額であるとか自己負

担額、保険給付額を記載した通知を、年

３回発送しまして、利用者の方々に自己

点検といいますか、サービスの実施の有

無であるとか回数、費用について疑問が

あれば、それを見て問い合わせをいただ

き、こちらの方でも確認をしているとい

うことでございます。発送件数としまし

ては、この３回で年間５，２４６件とい

うことで、このための経費として、帳票、

封筒の印刷とか購入、それから、郵送費

というのがこの経費でございます。

　それから、このほかの予算外にはなる

んですけれども、さまざまな給付適正化

の取り組みということで、先ほど来ちょっ

とお話も出てますが、介護予防の推進と

いうことで、昨年度は健康推進課、高齢

者障害者福祉課の方と連携して、筋力ト

レーニング教室を開催したり、市民健康

まつりの中でそういう筋力トレーニング

の体験であるとか、それから、認知症の

予防の講演会、こういうことを実施した

り、あるいは適正な認定ということで調

査員の研修、それから、審査会の委員の

研修とかいうことも実施しております。

　それから、さらに住宅改修の際の事前

審査とかいうことで、疑義があればケア

マネジャーや事業所に確認を行うという

ことで、適正な給付に努めているという

ことでございます。

　それから、国保連合会の方で給付の適

正化のシステムというのが開発されてお

りまして、それを活用して、ケアマネジャー

一人当たりの持ち件数が多過ぎないかと

か、福祉用具の価格が適正かどうかとか、

それから、医療情報と照合ということで、

利用日数等から医療との重複の請求がな

いかといった、そういう確認なども行っ

ております。

　それから、事業者の指導につきまして

は、先日の一般会計の審査の中でも若干

触れさせていただきましたけれども、大

阪府の方に権限がございまして、集団指

導、書面指導というもののほかに実地指

導というのを、一定年限を経過した事業

所とか、書面指導で改善がなされない事

業者に対して実施しておりまして、本市

では、これまで以上に事業者の状況を把

握するという必要があるということで、

大阪府の実地指導に市の担当者が同席す

るということで、昨年度は７法人、１６

事業所を訪問しております。その中で、

具体的には書類の不備があったりとか、

勤務体制がちょっと不明確であったりと

か、兼務の体制が不明確であったりとい

うような指摘もありましたので、改善に

努めるように指導したほか、介護報酬の

算定に誤りがあったというような例があ

る場合は、これは国保連合会を通じて修

正してもらうようにということで精査を

行った例もございます。

　ただ、これまで不正請求とかそういう

大きな問題があったというところは、摂

津市内の事業所においてはございません。

これについても、今回の法改正において、

特に地域密着型のサービスの指定、指導

の権限というのは市町村におりてきまし

たし、それ以外の事業所についても、市

町村に立入調査の権限が与えられるといっ

たような法改正がございましたので、こ

れまで以上に府と連携を図りながら、適

正なサービス提供が行われるように努め
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てまいりたいというふうに思っておりま

す。

　それから、苦情とか事故についてです

が、これも一般会計の中で、介護相談員

の派遣事業の説明もさせていただきまし

たが、そういうこともあって、直接市の

方への苦情というのは減っているのかな

というふうに思います。数字的には、こ

れは記録に残す必要があると判断した苦

情の件数は、制度開始当初が、１２年度

は４４件あったんですが、その後１３年

度は１８件、１４年度が１３件、１５年

度から１７年度は各９件ということで、

具体的には、例えば、ショートステイ、

短期入所の利用先とかヘルパーの事業者

が希望どおりに、事業所の都合で選べな

かったとか、そういった苦情を聞いてお

ります。

　それから、事故についてです。これは

あってはならないんですけれども、従来

から、骨折とか大きなけががあった場合、

あるいは感染症の発症があった場合など

については、各事業所から状況の報告と

改善策の検討を指示して、書面で報告書

を提出するようにということで求めてお

ります。１７年度は４０件の事故報告が

ございました。例えば、夜中に自力でト

イレに行こうとされて、ベッドから転落

されるとか、移動や移乗の際に転倒して

骨折されるというような事故が多いとい

う傾向にございます。

　そういうことで、事業所に対しては、

職員による見守りの充実であるとか、ナー

スコールとかセンサーの活用の徹底など

を求めているところでございます。

　それから、第２期計画の総括というご

質問でございますが、３年間を見ますと、

被保険者数では、計画では、平成１５年

度に１万１，４４８人、それから、高齢

化率１３．７％であったのが、計画では

１７年に１万２，５１６人の高齢化率１

５．１％と、このように見込んでおりま

した。実績では、１５年に１万１，４２

９人、高齢化率１３．４％、それから、

１７年に１万２，６２５人、１４．８％

と、これはほぼ計画どおりの数字となっ

ております。

　それから、保険料の収納額については、

３年間の計画値が約１４億３，２００万

円ということだったんですが、これが約

３，０００万円ほど少ない１４億２００

万円という結果になっております。これ

は、収納率が低かったということよりも、

段階別の保険者数の内訳が見込みと若干

違ったのかなというふうに認識しており

ます。

　それから、要介護認定者数については、

これは若干計画より実際が乖離が生じて

おりまして、計画では、平成１５年に１，

５３４人、１７年に１，７０２名という

ことで、高齢者に占める割合は１３．６

％と見込んでおりましたが、実際には、

１５年にもう既に１，７９９人、１７年

には２，０６２人ということで、高齢者

に占める割合も１６．０％ということで、

約３５０人、計画の１．２倍の乖離とい

うこととなりました。この原因につきま

しては、さまざまな要因が考えられるん

ですけれども、当初の考え方としまして

は、１期の期間中にほぼ必要な方につい

てはもう認定を受けられて、その後、高

齢者数が増加するといっても、比較的年

齢の若い高齢者と言ったら変ですけれど

も、がふえるので、認定を受けられる方

の伸びは一定おさまるのではないかなと

いうことで、今このような計画を予測し

ておりましたが、実際には、特に要支援、

要介護１といった軽度の方の伸びが非常

に多かったということから見ても、制度

の周知によって、これまで行政が把握で
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きていなかった方々、比較的軽い要支援、

要介護１ぐらいの方が掘り起こされたと

言いますか、いうような状況ではないの

かなというふうに認識しております。

　このようなことから、給付費の方につ

きましては、第２期計画では、約７１億

６００万円という計画でございましたが、

全体としては３％強多い、７３億３，３

００万円ということで、２億２，７００

万円の増ということになりました。これ

については、国庫、府費等で、法定負担

分ということで財源手当がされる部分が

多いんですが、その財源手当がされない

部分が約２０％ということで、それが４，

５００万円部分が市民の負担ということ

になります。

　あと、調整交付金については、これは

なかなか全国平均との差ということで出

てくる数字ですので、市の方で見込みが

なかなか立てられないということで、計

画では、３年平均で２．３５％というこ

とで見込んでおりましたが、実績として

は、平均１．９９％ということで、これ

が計画よりも１３％ほど、金額にして２，

０００万円ほど少ないというような状況

でございました。

　これで、最終的にそうしたら赤字、黒

字、どうだったのかということになるん

ですけれども、第２期計画の３年間で、

給付総額７３億円に対して、第１期に余

剰金、基金の黒字がありましたので、８，

０００万円ほど、第１期に黒字になって

おりますので、そのうち５，２００万円

を取り崩して、保険料を減額して、収支

を合わすという計画でございましたが、

結果的には、残りの２，８００万円もす

べて取り崩してしまった上に、財政安定

化基金から１，３００万円の交付を受け

て、合計４，１００万円を投入しても、

さらに約５，４００万円が不足したと、

赤字だったというのが第２期の総括とい

うことになります。その５，４００万円

については、財政安定化基金から約２，

６００万円の貸し付けを受けて、１８年

度から３年間で償還、残りの２，８００

万円については、１８年度中に国庫、府

費、社会保険診療報酬支払基金等に単年

度で返還するということになっておりま

すが、これは、もうすべて第３期の保険

料の中に織り込み済みということでござ

います。

　それから、第３期の見通しということ

でございますが、もう既に１８年の１０

月１日現在で、高齢化率の方は１５．８

％ということで、計画値１５．４％を上

回っていると、人数的にも約３００人ほ

ど高齢者を上回っているということでご

ざいます。

　あと、保険料の収納状況については、

若干、今回改定がありましたので、ここ

までの推移を見ますと、若干収納率は低

目かなというふうには思うんですけれど

も、これはちょっと最終的には、資格の

異動とか所得更正等もございますので、

それから、１０月からは遺族年金とか障

害年金からの天引き等も始まりますので、

ちょっと最終的にどのような数値になる

かについては、もう少し推移を見てから

の判断にさせていただきたいと思います。

　それから、認定者数については、１７

年度末と１８年の８月末とで同数という

ことで、これは計画よりも下回っている

ということで、高齢者の伸びは多いもの

の、認定者の伸びは少ないということで、

若干、認定者数の伸びが鈍ってきたのか

なというふうに思っております。利用者

数についても、認定者数と同様に伸びが

鈍ってきた傾向がございます。

　ということで、先ほどもご答弁しまし

たけれども、今年度の給付の見込みにつ
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いては、当初見込んでいた２８億６，６

００万円よりも若干少ない２８億円前後

かなということで、ただ、来年度以降の

数値については、先ほども申し上げまし

たように、介護予防の成果を上げながら、

推移を見守りたいということで、ちょっ

と現時点での判断は差し控えたいと思い

ます。

　それから、制度の周知、啓発というこ

とでございますが、昨年１０月の改正に

ついては、広報の１０月１５日号で記事

掲載をするとともに、主に施設利用者に

影響があるということで、施設の利用者

を対象に、負担限度額の認定の手続の際

にお知らせの文書を配布しましたほか、

事業者の連絡会の部会等に担当の職員に

説明を行って、周知を図ってきました。

　また、ことし４月の制度改正について

は、広報では１月１５日号、３月１５日

号、４月１５日号、それから、６月１５

日号、７月１５日号と、かなり何度にも

わたっていろいろな形で啓発を行ってお

りますし、出前講座ということで、昨年

度は１３回、約３７０人ほど参加されま

した。今年度に入っても、これまでに６

回、１６０名ほどの参加で、いろいろな

機会をとらえて説明をさせていただいて

いるということでございます。

　それから、最後に、介護予防の取り組

みということでございますが、今回の改

正の大きな柱ということで、介護予防と

いうのがあるんですけれども、具体的に

は、一つに、特定高齢者ということで、

要支援、要介護になる可能性が高いと考

えられる方を、市民総合健康診査の中で

把握して、その中で対象となるような方

に声をおかけしまして、筋力トレーニン

グ教室、口腔ケア教室、それから、栄養

改善教室ということで、これは既にこの

１０月からいずれもスタートしておりま

す。その人数については、国が予想して

おったものよりもかなり少ない形でのス

タートになっております。

　それから、一般的な啓発活動というこ

とで、先日、保健センターの方で、笑い

で介護予防というテーマで、笑いが健康

にいいですよというようなことの事業を

実施しましたほか、今、公民館で心と体

の元気講座ということで、体操を通じた

そういう予防事業をやっております。こ

のほかにも、健康推進課や高齢者障害者

福祉課などと連携して、体操であるとか

市民健康教室であるとか、そういった活

動にも介護保険課としても一緒に取り組

んでいきたいというふうに思っておりま

す。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　ちょっと多岐にわたり質問

しまして、それでまた、丁寧なご答弁い

ただきまして、本当にありがとうござい

ます。

　最初の不納欠損のことですが、ちょっ

と質問したいんですけれども、特別徴収

と普通徴収があるということで、特別徴

収は年金から天引きという形というふう

にお聞きしましたが、そのときに、年金

が受給されるときに、受給される前とい

うか、その一定の期間、空白期間がある

ということで、そのときに、非常に支払

いを怠って、後で督促状が来たときに気

づかれるということがあるんですけれど

も、その間、非常にやっぱりきちっと説

明をしておくべきだというふうに思いま

す。ご高齢の方いうのは、そういう形で

督促状とか来ることが非常に不愉快に感

じられる方も多いと思いますので、その

点をお願いしたいと思います。

　それから、不納欠損の内容の中で、お

亡くなりになったり、その遺族の方に対

してそれなりに説明を求めて、支払いを
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要求されるという、これも理解できます

し、それから、生活が苦しくてという方

も一定理解はできるんですけれども、た

だ、その中で、介護制度に対して理解が

できないということで支払いを拒否され

ておる方に関しては、これはやっぱりき

ちっと徹底するべきだというふうに思う

んです。例えば、これは、制度というの

は、これは国民の一つの義務の中でこれ

やっとるわけであって、そういう方々が

そのまま欠損で通るのかいう、２年間の

時効が過ぎればそれで通るのかいうこと

になったら、これおかしい話ですので、

その点は、やっぱりこれ法的なことも考

えて対応されるということも必要という

ふうに私は思いますので、その点に関し

て、ご答弁いただきたいなと思います。

　それから、歳出の認定調査委託の件も、

これはよく理解できましたし、それから、

介護給付適正化事業の内容、事業所に対

する指導というのが、先ほどずっと説明

があったんですけれども、どうしても事

業所としたら、これもありますよ、あれ

もありますよというような形の、もちろ

ん営利を、ある程度一定考えていかなあ

かんわけですから、そういう点で、非常

に必要以上の対応される、また、物品を

販売される、それから、そういうことが

やっぱり考えられるわけであって、その

点に関しては、また、より具体的にきちっ

とこれ指導していかんと、これ切りがな

いというふうに思いますし、その点につ

いて、またご答弁いただきたいと思いま

す。

　それから、あとの、第２期計画、それ

から、第３期計画、これもよくわかりま

したんで、それで理解できました。

　それから、介護予防の件なんですけれ

ども、非常に行政がやるという一つの範

囲の中で、今一生懸命ご答弁されて、こ

ういう形でやっているということはよく

理解できましたけれども、これから高齢

化がどんどんどんどん進んでいって、行

政だけで対応できない、民の力ももっと

借りるべきだというふうに思いますし、

例えば、整骨院とか、また、そういう民

間のスポーツクラブとか、そういう方々

の、そういう施設を利用するとか、また、

そういう施設の協働を図っていくという

ことも、これ考えていかなあかんと思い

ますし、それから、例えば、体育協会ご

ざいますよね、体育協会との一つのつな

がりを持ちながら、高齢者向けのスポー

ツを推進する、今、グラウンドゴルフと

かゲートボールとかいろいろありますけ

れども、ただ、何かグラウンドゴルフと

かゲートボールというのは、非常にご高

齢の方々がやるものというような認識が

あるわけですけれども、例えば、剣道や

ら、柔道はちょっと無理かもしれんけど、

ほかにテニスとかいろいろなスポーツが

ありますけれども、その中で、介護予防

ができるようなものも、やっぱりこれ考

えていく必要があるんではないかという

ふうに思いますので、その点もちょっと

ご答弁お願いしたいと思います。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、未納者の対

策ということで、一定６５歳になられて

すぐの方について、これ、当初、決定通

知と納付書をお送りするときに、そのよ

うな説明の文書は同封させていただいて

いるんですけれども、なかなかご理解い

ただけてない部分があるかと思いますの

で、今後、周知に努めたいというふうに

思います。

　それから、制度に対する不満で、結果

的に不納欠損ということなんですが、わ

ずかですがそういう方もいらっしゃると

いうことで、給付の制限ですね、実際、
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そういう方々が介護のサービスを利用さ

れるときには、１割負担のところが３割

負担になるとか、期間に応じてそういう

こともございますので、そういう説明も

しながら、納付していただけるように、

今後、ご理解を求めていくように、これ

も徹底していきたいというふうに考えて

おります。

　それから、事業者指導について、必要

以上のサービスが提供されないようにと

いうことでございますが、特に、要支援

の方については、今回、地域包括支援セ

ンターの方がプランをつくるというよう

な制度改正もございましたので、そうい

う中で、今までのプランの見直し等も行っ

ておりますし、任意にケアプランを要介

護の方についてもチェックするなど、今

後そういう体制も強めていきながら、事

業者の中で連絡会も開かれておりますの

で、そういった席でも指導といいますか、

不適正な事例を紹介するなどしながら、

必要以上の給付が行われないように、こ

れも努めていきたいというふうに思って

おります。

　それから、最後に、介護予防というこ

とで、民の力の活用をということでござ

いますが、これについては、我々も１８

年度から介護保険の財政の中で介護予防

にということで、新たに始まった仕組み

でございますので、生涯学習スポーツ課

とか健康推進課とか、庁内の関連すると

ころとも連携を図りながら、民間の活力

をどのように生かしていけるのか、検討

して、実行に移していければというふう

に思っております。

○上村委員長　渡辺委員。

○渡辺委員　私ごとですけれども、私も

スポーツクラブに通ってまして、そこの

スポーツクラブの約７割の方は６０歳以

上の方々でございます。精神的にも肉体

的にも非常に若い方々で、私の方が非常

に精神的、肉体的に劣っとんのちゃうか

なというふうに、つくづくいつも感じる

んですけれども。

　だから、そういう形で、財政的な面で

そういうスポーツクラブに通えない方も

おられると思いますが、ただ、本当に、

そのスポーツクラブに通っているご高齢

の方々の姿を見ておりますと、非常にう

らやましく思うわけでございまして、そ

ういう形で、本当に、さっきのボディビ

ルの話じゃないんですけれども、そうい

うご老人の方でも腹筋がしっかりとくっ

と六つ見えているような方々もたくさん

おられるわけであって、そういう方は非

常にうらやましいわけであって、だから、

そういう面も踏まえて、民の力、また、

それに対して支援する一つのことも今後

考えていただきたいと思います。

　それから、先ほどちょっと言いました

ように、体育協会とかそういう団体の方々

ともよく話し合いしながら、より具体的

に介護予防に対して、これから一つ一つ

みんなで考えながらやっていくというこ

とが必要だと思いますので、その点、要

望して終わりたいと思います。

○上村委員長　暫時休憩します。

（午後２時５４分　休憩）

（午後３時１６分　再開）

○上村委員長　再開します。

　質問のある方。

　安藤委員。

○安藤委員　それでは、重複を避けて質

問をしたいと思います。

　１７年度の決算の数字を教えていただ

きたいんですけれども、１７年度当初、

財源的な手当として、財政安定化基金の

方から１億円を計上して、最終的には１

億円を安定化基金の方から借り入れをす

ると。最終的には、１億円を見込んだ予
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算を組んだわけですけれども、結果とし

て、その借り入れは１億から２，５００

万円ほどへ圧縮となりました。圧縮となっ

たものの、４，８００万円の黒字となっ

て、しかも、当初では予定されてなかっ

た準備基金への積み立ても２，２００万

円積み立てがされているんですけれども、

当初の１億円の財源不足の部分と４，８

００万円の黒字になったということ、準

備基金の積み立てで２，２００万円の積

み立てができたということで、１７年度

の決算がどのような形になったのか。先

ほど、第２期の計画の中で、５，４００

万円の財源不足が生じて、最終的には２，

５００万円の安定化基金からの借り入れ

をやって、１８年度以降３か年で返済を

していくというようなお話もありました

が、その辺とこの１７年度の決算との、

ちょっと今お話しした件、ちょっとその

辺をもう一度ご説明をいただけたらなと

思いますので、よろしくお願いします。

　それから、保険料について、平成１８

年には介護保険の第３期の保険料が設定

されて、所得段階も５段階から７段階に

広げられるなど、保険料のなるべくの引

き上げを抑制するとか、それから、第２

段階を第１段階と同じ数字にするなどと

いう努力をされてはいますけれども、全

体的に、この間の一般質問でも取り上げ

ましたけれども、６人に５人は大幅に引

き上げられているというような現状があ

ります。各市でも、住民税増税のときで

も、市役所への問い合わせであったりと

か、納付書が送られてきて、何でこんな

高くなったのかとか、これは一体どうい

うことなのかというような苦情や問い合

わせの電話が多かったと思いますが、介

護保険におきましても、私、一般会計で

質問させていただくときに、あらかじめ

介護保険課の方にお問い合わせをさせて

いただいてお聞きしましたけれども、平

成１７年の４月では、これは介護保険料

の仮算定の段階で４３件の電話の問い合

わせがあったと。それから、１７年の７

月、本算定があったときには１０３件だっ

たと。これが保険料が改定されることに

よってされた１８年度、仮算定では６２

件、同年の前年同月比でいくと約５割増

しになってます。それから、いよいよ高

い保険料が６５歳以上の方々のところへ

納付書として送られてくるという、１８

年度７月の本算定時は１６６件の電話で

の問い合わせがあったと。これも前年同

月比で比べると、これ５割以上の問い合

わせだと思います。もちろん、これすべ

て、電話しても、電話回線いっぱいになっ

てつながらないというような事態も恐ら

くあったかと思いますが、この電話によ

る市民からの問い合わせについて、どの

ような見解を持っておられるのか。

　それから、あわせてどんな内容のもの

が多いものなのか、それをご紹介いただ

けたらと思います。

　それから、先ほども、これもご答弁の

中にありましたけれども、高齢者の数は

伸びているけれども、認定者はそれほど、

高齢者の伸びほど伸びてませんというお

話もありました。同時に、居宅サービス

の利用者、それから、施設サービスの利

用者の数とか構成比率などのお話もあり

ましたけれども、認定者の数字が１７年

度末で２，０６２人で、居宅サービスを

受けておられる方が１，２８５人で、施

設サービスが３６８人、先ほどご紹介い

ただいた数字のままなんですけれども、

ということからいきますと、その認定者

とサービス利用者との差額の４０９人の

方は、認定を受けながらサービスを、ケ

アプラン組んでらっしゃらない、介護サー

ビス、それから予防介護サービスも受け
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ておられないというふうに解釈するわけ

です。これは、１６年度の数字を見ても

ほぼ同じぐらいで、全体、認定を受けた

方の中の約２割の方が利用されてないと

いうことで２年間推移してるようなんで

すが、いろいろな理由があると思います。

その辺の見解と実態、状況を教えていた

だけたらと思います。

　あわせて、各介護度ごとに利用限度額

というのがあると思います。これは、介

護度１、介護度２、それぞれの状況に応

じて、介護サービスを受ける際に、余り

にも費用が高くならないようにというこ

とで上限額がつくられているものなんで

すけれども、それが、言うたら、そこま

でがそれぞれの介護度に適した、必要十

分なサービス料だというような数字では

ないかなと思うわけです。

　そういったことから、上限額と実際に

それぞれの介護度別に利用されている利

用率はどういう傾向にあるのか。各介護

度別に細かい数字は結構ですので、ちょっ

とその傾向をお知らせいただいて、平均

的にどうなのか、介護度の低いところ、

それから、高いところの利用率はどうな

のか、そういったところでちょっとお示

しをいただけないかなと思います。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、１７年度決

算の財政安定化基金からの借り入れと、

それから、準備基金の積み立ての件でご

ざいます。

　まず、準備基金のことからお答えしま

すと、２，２００万円ほどの積み立てが

あるんじゃないかということでございま

すけれども、歳入の方を見ていただきま

すと、繰入金ということで、すべて積み

立てたものは１７年度中に取り崩しして

おりますので、入と出とで全部崩したと

いうことで基金は投入しております。

　それから、４，８００万円ほどの黒字

があったということでございますが、こ

れは、国庫、府費、それから、社会保険

診療報酬基金、そして、市からの一般会

計からの繰り入れ、これにつきましては、

概算交付ということで受けておりまして、

これは歳出の見込みから概算で受けてお

りますので、若干、歳出を大目に見込ん

だということがありましたので、結果的

に、概算交付を受けたので黒字になって

いるということで、これは、ただし、１

８年度、先日の補正でお願いしたところ

でございますが、それぞれ精算して返還

するという形になりますので、結果的に、

先ほどご答弁申し上げたように、借り入

れが二千五、六百万円と、それから、最

終的な不足が２，８００万円ほどの５，

４００万円が第２期を通じての実質的な

赤字ということでございます。

　それから、２点目の、保険料改定に伴

う問い合わせについてでございますが、

具体的にどのような問い合わせがあった

のかということでございますが、一般的

に、決定の通知を送りますと、それの資

料の見方の問い合わせ等もあります。保

険料の決め方とか、そういう一般的な問

い合わせもございますが、やはり今回、

平均３０％以上の改定ということで、こ

んなに値上げされると生活が苦しい、食

べていけないというようなご相談も確か

にございます。あるいは、安くならない

かと、減免の方法はないのかというよう

なこともございます。個人個人によって

は、これまでの二倍というような方、段

階が変わってということもありますので、

一つ一つ、それぞれの方の所得の状況等

を見ながら、この金額になったという理

由をご説明させていただいているという

ことでございます。

　今回、マスコミ等でも、全国的に介護
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保険料が上がるということ、かなり周知

されていたということもございますし、

先ほども申し上げましたように、広報等

でも何度も啓発しておりますので、昨年

と比べて１．５倍ほどの問い合わせがあっ

たということですが、思ったよりは、我々

としては問い合わせの数が多くなかった

のかなと、ある程度ご理解はいただいて

いるのかなという部分と、それから、特

に低所得の、年金の収入が８０万円、合

計所得と合わせて８０万円以下の方につ

いては、今までよりも保険料が下がって

いるという部分もございますので、そう

いう方については、特に問い合わせ、苦

情等もなかったということで、思ったよ

りは少なかったかなというふうに認識し

ておりますが、確かに、多くの方が値上

げになっているということは十分認識し

ております。

　それから、認定者数の伸びの中で、サー

ビス未受給の方が２割ほどいらっしゃる

ということですが、これは、制度当初か

らずっと同じような推移をたどっており

まして、ずっと２割ぐらいの方は、認定

を受けても利用されていないということ

で、実際には、入院をされておられて、

介護のサービスの利用機会がないという

方も結構いらっしゃいますし、軽度の方

については、必要になったときのために、

念のために認定だけ受けておきたいとい

うような方もいらっしゃいます。そうい

うことで、当初から同じような推移をた

どっているのかなということでございま

す。

　それから、支給限度額に対する利用の

比率ということでございますが、昨年度

ということですので、昨年の９月の数字

なんですが、要支援の方で見ますと、支

給限度額が６万１，５００円に対して、

４割程度、２万４，０００円ぐらいの平

均利用額となっております。要介護１で

１６万５，８００円に対して、これも４

割弱の６万円程度ということで、あと、

介護度が高くなるにつれて、限度額に対

する利用も高くなっておりまして、要介

護２、３、４で大体５０％台、要介護５

になりますと、支給限度額の６０％強と

いうような数字がございます。平均する

と、支給限度額の約半分ぐらいの利用と

いうことですが、これはかなり個人差が

あろうかなと思いますので、いっぱいいっ

ぱい使っても足りないという方もいらっ

しゃるということは、これも十分認識し

ているところでございます。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　最初の１７年度決算の分に

ついてはわかりました。

　それと、電話による市民の問い合わせ

で、通常よりも３２．６％の平均の値上

げでありましたし、今も山田課長がおっ

しゃったように、税制改定によりまして、

所得段階がぼんと高い段階に上がること

によって、全体の保険料の値上げの上に、

高い段階での保険料ということで、それ

によって、先ほどもお話があった２倍ほ

どになっている方もいらっしゃると。激

変緩和措置があっても大幅に上がってい

るような方々がいらっしゃるということ

での問い合わせだというふうにお答えを

いただきました。

　私の方にもいろいろな声が届いている

んです。特に、今、医療制度がかわりま

した。私、道歩いていると声かけられる

ことがあるんですけれども、高齢の方で、

整骨院に行ってはるんです。整骨院に行っ

てらっしゃる方が、医療改定等々で、今

まで一回三百数十円で済んどったのが、

一回いくたびに５００円超すようになり

ましたと、だから回数減らしているんで

すとおっしゃってるんです。６月に住民
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税がもうぼんと来て、年金が下がって、

介護保険料は年金下がってるのに天引き

されてるところがふえて、手取りが減っ

ているのに整骨院にも行かれへんと。私、

整骨院だけじゃないのよと、眼科にも行

かなあかんし、それから歯科にも行かな

あかんと、幾つかのお医者さんかけ持ち

で行ってるんです、こんな状況なんです

というようなお話。これ何人かの方から

もお話いただいているのが今実態であり

まして、問い合わせの電話をされた、昨

年と比べて１．５倍の方の問い合わせが

あって、予想以上に少なかった、ある程

度理解されているのかなとおっしゃいま

したけれども、やっぱり声なき声と言い

ますか、非常に大きいものがあるという

ことをぜひ認識をしていただく必要があ

るんじゃないかなというふうに思います。

　そういうところから、何回もここで議

論をさせていただいてるんですけれども、

介護保険料というのは国民健康保険など

と違いまして、応益負担の性格が非常に

強いものがあります。ですから、もちろ

ん所得段階が７段階に分かれていても、

利用するときの利用料というのは、所得

に関係なく一律の利用料がかかってくる

ということで、所得的にだんだんしんど

くなって、さらに、今後、医療費の負担

も出てくるかと思いますけれども、そん

な中で、だんだん経済的な問題でご相談

をされる、保険料何とかならないかとご

相談される方、もう食べていけないんだ

よと、何とかすがってこられる方々もい

らっしゃるでしょうし、それから、先ほ

ど、２割で大体こういう理由だとおっしゃ

いましたけれども、認定を受けていても、

お金かかるんならちょっと待とかと、先

ほどからも、予防介護の必要性なども議

論されていて、私も予防介護という観点

というのは非常に大事なことで、頑張っ

ていただきたいと思うわけですけれども、

認定を受けていても必要なサービスを受

けられずに、予防介護サービスも受けら

れずに重くなっていくというようなこと

だって、これは大変危惧されることだと

思うわけです。

　そういう観点から、今やっぱり減免制

度、今、摂津市には独自の減免制度がつ

くられていますけれども、その減免制度

を拡充していくこと、それから、利用に

ついても、すべて応能というわけにいか

ないにしても、応益的な性格を少しでも

緩めて、応能的な、所得にあわせた形で

受けられるような助成金というような形

でも結構なんですが、そういった援助と

いうものをしていかないと、予防介護で

あるとか、それから、介護度を進行させ

ないと言っていることが逆の方向に進ん

でいく危険性も私あると思うんです。

　そういう観点からちょっと減免の問題、

それから、例えば、利用料についての助

成の問題、今まで、国の方の制度で少し

経過措置によって、１割の利用料を３％

とか６％ということで軽減してきました。

これたしか１７年になくなったものもあ

るかと思いますが、そういった工夫、そ

れから、社会福祉法人の減免制度におい

ても、ほとんど利用実績、この間の一般

会計の中でもほとんどなかったわけです

ので、そういう国の制度、介護保険の制

度でないもの、それから、なくなってい

くもの、そして、今の高齢者が抱えてい

るさまざまな困難や問題に対してお答え

できるような独自の軽減措置、減免措置

もしくは助成制度、もしくは介護保険の

外の、先ほど、介護予防の方でもお話あ

りましたけれども、高齢者福祉であると

か、その他の地域福祉を利用したもので

活用してもらう。できるだけ経済的負担

がかからないような形でやっていくとい
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うものが、ちょっとシステムとして構築

していくことがすごく大事な時期ではな

いかなと。第３期事業計画スタートして

おりますけれども、この期間の中でも考

える必要があるんではないかなというふ

うに思いますが、その点についてちょっ

とお聞かせをいただきたい。

　それから、摂津市独自の減免制度の実

績もちょっとお教えください。この間、

１７年度は第２期ですので、第２段階の

方が一定の所得条件のもとで、第１段階

と同じ保険料になるという軽減措置をとっ

ていただいておりますけれども、その実

績に数を教えていただきたいと思います。

　あと、それから、利用率についてです

けれども、ここにも、これはちょっと、

数年前と経過がどんなふうになっている

のか、ちょっとつかんでおりませんから、

一概には言えないかもしれませんが、そ

れに、上限額いっぱいまで使うことがい

いとも思っていませんし、上限額の範囲

の中で必要十分なサービスを受けられる

というのが一番だと思いますけれども、

実態としては、介護度の低い人というの

は、どちらかというと、やっぱり上限額

に達しない中でやっておられるというの

は、これよく見えてるのかなと思うわけ

です。だんだん介護度が重くなっていく

と、５割、６割というような傾向が出て

おりますけれども、しかし、それでも上

限額には達していないと。ここに経済的

な負担が、新たに施設、特に５段階、６

段階いきますと、第４、第５へいきます

と、施設利用の方もいらっしゃって、一

方で、ホテルコストの全額自己負担とい

うことで、費用負担も大幅にふえてきて

いる中で、経済的な理由での利用抑制と

いうことも考えられるんじゃないかなと

思うんですが、かつて、介護保険制度の

利用者のアンケートをとっておられまし

た。今回も高齢者かがやきプランの策定

のときにはとっておられたかと思うんで

すけれども、その認定を受けておられる

方で、なぜ今利用されていませんかとい

うような調査などを今されているのであ

れば、その結果から、経済的な理由によ

る抑制というものが見られるのかどうか

ということもちょっとお聞かせいただけ

ないでしょうか。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　まず、保険料、利

用料の減免についてということでござい

ます。

　まず、保険料の減免の方からご説明し

ます。摂津市におきましては、保険料の

独自減免につきましては、平成１５年度

から実施しております。初年度は１９名、

それから、１６年度は１４名、１７年度

は１名減りまして１３名の方がこの独自

減免を受けておられます。内容につきま

しては、先ほど少し紹介ありましたけれ

ども、旧の第２段階の保険料、年額２万

９，５２０円を旧の第１段階の１万９，

６８０円に減額するものということでご

ざいました。この独自減免制度について

は、大阪府内では、４１保険者中３２保

険者で実施しておるということでござい

ます。

　今回、保険料改定に伴いまして、先ほ

どもご紹介しましたように、特に所得の

低い８０万円以下の方については、これ

までの第２段階よりも低い２万６，１０

０円という設定となりましたので、その

方々が約２，０００名いらっしゃるとい

うことで、独自減免制度については、基

準としては今までどおりの基準で、第３

段階の方を第２段階の保険料に減額する

内容ということで継続しておるところで

ございます。ちなみに、これまでのとこ

ろ、今年度、独自減免の対象となられた
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方は４名ということになっております。

　それから、利用料の減免ということな

んですけれども、特に、施設の居住費、

食費の軽減については、一定これも昨年

１０月の一部改正の中で、８０万円以下

の方については、今までよりも、例えば、

高額介護サービス費の上限が２万４，６

００円から１万５，０００円に引き下げ

られるであるとか、食費についても、一

日５００円から３９０円に引き下げられ

るということで、特に低所得の方につい

ては、負担の軽減策が国の制度の中でも

設けられているということで、確かに、

それを若干超えられる収入のある方につ

いては、非常に負担がふえているという

ような状況は十分認識しておるわけです

が、一定国の方での軽減策にのっとった

形での制度運用ということで市の方では

考えておりまして、ちなみに、利用料の

方の独自減免制度というのは、大阪府内

では７自治体ということで、実施してい

るところが少ないような状況になってお

ります。

　そして、先ほど、限度額に達していな

い、経済的な負担でというようなお話で

したが、支給限度額に対する利用の額と

いうのは、これはあくまで居宅サービス

の話であって、施設に入所されますと、

丸々その介護度に応じて、あるいは施設

の種類に応じて、それだけ丸々利用され

るということになりますので、若干見方

が違ってくるかと思いますが、確かに、

経済的な負担で利用の抑制がないとは言

い切れない状況だとは思います。

　最近のアンケートの中でそういう数字

はというのはちょっとつかんでおりませ

んので、今後いろいろな形で実態把握に

努めていきたいというふうに考えており

ます。

○上村委員長　安藤委員。

○安藤委員　減免については、独自減免

では、１５年から１７年にかけては、所

得段階５段階の中でということを今ご説

明いただいたとおりで、今度の第３期介

護保険計画の中では、もう最初から減免

の効果がある方が相当数になっていると

いうことで、実際、利用されている方が

少ないということなっております。

　ちなみに、それぞれの金額、どのぐら

いになるのか、また教えてください。

　それから、未利用者の中での、なぜ利

用してないのかということも含めて、今

後の６５歳以上の介護保険被保険者の方々

は、もちろんその介護サービスのお世話

にならないように、いつまでも元気でお

られるのが一番であるわけですから、し

かし保険料は払っているわけですので、

先ほどもありましたように、一般高齢者

施策であったり、特定高齢者施策という

状況を皆さんによく知っていただくとい

うことも重要だと思いますが、今後の利

用傾向といいますか、把握していくこと

が非常に重要だと思うわけで、一度、こ

の保険料の引き上げやら、今、高齢者を

取り巻く環境や負担がふえてきている状

況とかが変わってきている中で、介護保

険にかかわる意識調査みたいなものを、

例えば、特定高齢者の予防介護のときで

あるとか、一般高齢者のときであるとか、

それから、認定を受けている方々への調

査であるとか、そういうことも知ってい

ただいて、市民の皆さんの実態を保険者

として把握していただいて、それを生か

していただきたいと思います。これぜひ

やっていただけるように要望したいと思

います。

　それから、支給限度額に対する利用率

の問題ですけれども、おっしゃるとおり、

施設は施設で、居宅は居宅ですので、別

の問題ですが、どうも居宅サービスを受
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けておっても、ショートステイとかデイ

サービスを受けたときの食費などという

のは全額負担になってくるでしょうし、

それから、今、利用料の減免で、国の方

で上限額も軽減されてますとおっしゃっ

てますけれども、これ、言うたら、住民

税非課税世帯の方ですよね。旧で言う第

３段階以上の人、今で言う第４段階以上

の方については、そういった上限額は引

き下げられておりませんから、負担がふ

えているというのは間違いないことだと

思います。ちょっとそれだけ確認をして

おきたいと思いますけれども。

　そういった中で、利用料、４１自治体

の中で７自治体しかないわけですけれど

も、実際として、保険料を払っていて、

例えば、先ほども、特養に対する待機者

の方がいらっしゃるとおっしゃいました。

計画どおり特養を整備しているけれども、

待機者がいらっしゃる。保険料を払って、

これ契約ですから、保険制度ですから契

約ですので、保険料を払っていて、じゃ

あ、必要なサービスを受けようと思った

ときに、施設がありませんから我慢して

ください、これでは、やっぱりなかなか

済まない問題、摂津市だけの問題ではあ

りませんけれども、さらに、医療改定に

よって、療養病床群がこれから３分の２

も減らされていく中で、今まで社会的入

院ということでお医者さんにかかってい

た方々が、地域に、家庭に戻って来ざる

を得なくなってくる中で、しかし、家庭

では、今、居宅サービス自体、もう今の

状況からなかなか居宅で介護というのは

難しい状況のもとで、施設に空きがない、

ますます待機者がふえてくるというよう

な状況もあると思います。

　そういったもろもろのいろいろな矛盾

等があるのとあわせて、居宅サービスを

受けるようなときでも、利用料、必要な

サービスを受けようと思うと、これとこ

れとこれ必要だと、これだけかかるから、

ケアプラン立ててもらうときに、月々の

上限はこのぐらいに抑えてくださいとい

うところからケアプランを立てられると

いうような話もよく聞く話であります。

これでは、じゃあ何のための介護保険だ

ということにもなりかねませんので、そ

ういったこともあって、やっぱり利用料、

何でもかんでも下げろというようなこと

ではありません。しかし、その人その人

の状況に応じての援助策、助成というも

のは、やっぱり準備していく必要がある

んじゃないかなと思うんです。

　そこをやっぱりぜひ考えていただきた

い。もう何度言っても繰り返しになるば

かりですから、これも、私としての意見

として申し上げておきたいと思います。

　最後の質問にしますけれども、介護保

険、先ほど、国保のときにも、一般会計

の問題をお話しさせてもらいました。介

護保険については、一般会計からの繰り

入れ、保険料軽減に対して安易な一般会

計の繰り入れというのはやれないと。い

ろいろな三原則、国からの指導もあって、

三原則があって、今ほとんどの軽減措置

をとっている自治体の中でも、９割近く

は一般財源からの繰り入れで保険料の軽

減をやっているところはないというふう

にも聞いています。しかし、１割の自治

体では何とかの形で軽減策をということ

で、一般財源から繰り入れを行っている

わけです。

　先ほど、国保のときにも言いましたけ

れども、介護保険料が３６．２％上がっ

て、住民税が上がって、これ住民税とい

うのは、高齢者の方々中心に増税がされ

ているわけです。医療保険の負担増も、

これは高齢者の方が中心です。税金でも

高齢者の方々が負担をし、そして、介護
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保険料でも負担をされる。保険料も払っ

ておられるけれども、いざ、じゃあ自分

が介護が必要なときに受けようと思った

ら、高い利用料や保険料の負担だけで生

活費がままならないという状況になって

いる状況のもとで、一般財源からの繰り

入れをして介護保険制度を支えるという

のは、これが一番だとは言わないです。

やっぱり介護保険制度そのものの矛盾だ

と思います。もともと国が半分持ってた

ものを２５％に下げてしまって、その２

５％の中の５％も調整交付金として、先

ほどありましたけれども、２％にも満た

ないような交付金しか送ってこない中で

やりくりをされていくわけですから、当

然、財源的な問題というのは出てきます。

やはり国の方にきちんと財源を求めてい

くというのが本筋ではありますけれども、

そうならないような状況のもとで、じゃ

あその足りない財源をすべて１号保険料、

６５歳以上の方々に保険料として押しつ

けちゃっていいのかと。保険料の軽減措

置をするにしても、それから、７段階の

保険料を少し安くするための財源にして

も、それから、特定高齢者や一般高齢者

の施策、今まで一般施策としてやってた、

国が半分お金を出していたものが、介護

保険の会計の中にぼんと入ってきて、１

号保険料の６５歳以上の方々への負担が

ふえて、公的援助といいますか、補助金

は減らされているわけですから、どう考

えても、これ、みんなで支える介護保険

じゃありませんよ。６５歳以上の方々だ

けに負担をぼんぼん押しつけていくよう

な制度としか考えられないです。

　やっぱり、そういう今の状況から見て

も、国保も含めて介護保険の制度に対し

て、一般会計から一定のものを入れてい

くということも、これ、やっぱり聖域を

設けずに、議論の対象にしていただきた

いと思うんです。いろいろやっぱりご意

見はあると思いますけれども、しかし、

それも選択肢の一つとして議論をしてい

ただく、高齢者かがやきプランの委員さ

んの中でも議論をしていただくというこ

とはとても大事なことだと思います。

　その点だけちょっと、私、意見申し上

げましたその見解をお聞かせいただけた

らと思いますので、さっきの数字と今の

こと、２点だけお聞きします。

○上村委員長　山田課長。

○山田介護保険課長　独自減免の金額、

先ほど人数言いましたから、金額という

ことですが、１５年度につきましては１

８万４，５００円、それから、１６年度

が１２万１，３６０円、１７年度が１０

万２，５００円と、１８年度はまだこれ

途中で、最終的にどうなるかわかりませ

んが、約５万円程度という減免額になっ

ております。

　それから、利用料減免なんですが、こ

れちょっと数年前なんですが、吹田市が

されているような独自減免をした場合、

年間約１，０００万円ぐらいの費用がか

かるのではないかなと。これはちょっと

ざっくりした数字ですので、何とも言え

ませんが、ということでございます。

　国保でも議論があったと思うんですが、

私ども、特別会計を預っている所管課と

したら、その特別会計の中で独立して財

政運営ができるようにしたいというふう

に思っております。国の方の三原則とい

うことで、一般会計からの繰り入れはし

ない、それから、減額してもゼロにはし

ない、やはり一律の減免をしないという

ような三原則もございます。それがすべ

て、そしたら、市の独自性はどうなんだ

ということになるんですけれども、現状、

市の財政状況等を考えても、私どもとし

たら、特別会計の中で独立してやってい
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ければというふうに基本的には考えてお

ります。高齢者の方々の負担が増加して

いるということは十分認識はしておりま

すが、できるだけ特別会計の中で運営し

ていきたいというふうに考えております。

○上村委員長　安藤委員の質問が終わり

ました。

　ほかにありませんか。

　　（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

　　（午後３時５４分　休憩）

　　（午後３時５７分　再開）

○上村委員長　再開します。

　討論に入ります。

　　（「なし」と呼ぶ者あり）

○上村委員長　討論なしと認め、採決し

ます。

　認定第１号所管分について、認定する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　賛成多数。

　よって、本件は認定すべきものと決定

しました。

　認定第３号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　賛成多数。

　よって、本件は認定すべきものと決定

しました。

　認定第４号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　賛成多数。

　よって、本件は認定すべきものと決定

しました。

　認定第７号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　全員賛成。

　よって、本件は認定すべきものと決定

しました。

　認定第８号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

　　（挙手する者あり）

○上村委員長　賛成多数。

　よって、本件は認定すべきものと決定

しました。

　これで本委員会を閉会します。

　　　（午後３時５８分　閉会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

民生常任委員長
 上 村 高 義

民生常任委員 
 三 好 義 治

－�54�－


